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特論５　入学者選抜試験の変遷

　第１節　入学試験制度の変化と熊本大学

１　発足期の入学試験
　１９４９（昭和24）年５月に新制国立大学が発足し、各大学で学生の募集が開始された。新制
大学設置時は、旧制・新制学生が入り混じった状態であった。戦後まもないこともあり、
復員学徒（引揚学徒）も多く、政府による臨時措置も講じられた。
　大学発足に先立ち、１９４９（昭和２４）年１月末には、全国一斉に新制大学と旧制専門学校
の入学志願者に対する知能検査が実施された。この検査は官立学校志願者に対して１９４７
（昭和２２）年度より用いられるようになったもので、１９４８（昭和２３）年に進学適性検査と名
づけられた。そして１９４９年、新制大学の第１回入学者選抜からは、大学受験生全員が受験
することとなった。
　熊本においては、１９４９（昭和２４）年４月中に大学が設置される見通しが立ったというこ
とで、４月９日に熊本総合大学設立委員会が緊急総会を開き、募集人員や試験日程といっ
た募集要項その他についての協議を行った。具体的には、入試の細目を協議するために、
学部長や教務関係の教員からなる委員が選出されたほか、学生募集事務局の本部と入学相
談所を熊本工業専門学校内に置くことや、大学要項や募集要項の作成・配付・案内の方法
について話し合われた。４月１９日、出願期日が４月２１日から５月４日まで、考査期日が５
月１７日から１９日まで、合格発表を５月２６日とする熊本大学の募集要項が広く新聞で報道さ
れ、学生の応募が待たれた。しかし、この段階ではまだ設置認可が下りておらず、実際に
はこの日程での試験は行われなかった。
　本学の正式な出願募集は５月１３日から２６日の間に行われ、定員１，０７０名に対し、２，３３２名
の志願があった。このとき配付された募集要項を見てみると、４月の設立委員会緊急総会
では工専内に置かれることとなっていた学生募集事務局本部は、黒髪の工専ではなく、城
内二の丸の熊本医科大学内に置かれた様子である１。募集が行われたのは法文学部・教育
学部・理学部・薬学部・工学部の５学部で、医学部を希望する者は理学部の乙（医学部へ

の進学課程）を受験すること
となっていた。また、文科４
系列（法文学部法学系・法文学
部文学系・教育学部４年課程・
教育学部２年課程）あるいは
理科６系列（工学部・薬学部・
理学部甲類・理学部乙類・教育
学部４年課程・教育学部２年課
程）のそれぞれの枠内から第
３志望まで選択しての出願が
可能であった。ただし、この写真１　1949年度学生募集要項
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制度は翌年より廃止され、以後は１学部のみの出願となったため、１９４９（昭和２４）年のみ
の措置であったといえる。
　こうして学生募集が行われた後、６月１５日から１７日の３日間にわたり本学の第１回入学
試験が実施された。当該年度の進学適性検査を受けていることが出願の条件とされ、進学
適性検査と学力検査からなる筆答試験のほか、身体検査と出身校の校長から提出された調
査書による選抜が行われた。当時は食糧難ということもあり、特に学生の健康状況への配
慮がなされ、結核性及び伝染性疾患の身体検査が行われた。なお、当時の国立大学の入学
者選抜試験は一期校・二期校の区分で行われていたが、熊本大学は１９４９（昭和２４）年のみ
二期校、翌年からは一期校に振り分けられ、試験を行った。６月２９日には医学部を除く５
学部の合格者を発表し、欠員や入学取り消しが生じた分については、７月中旬に追加発表
を行った。そして９月１日、入学試験を突破した１，１５４名の学生を迎え、第１回入学式を
挙行した。
　以上のような進学適性検査と大学別の個別学力試験を組み合わせた入学試験は、進学適
性検査が廃止される１９５４（昭和２９）年度入試まで続けられた。１９５４年１月１８日、文部省は
１９５４年受験・１９５５年度大学進学者からは大学進学適性検査を廃止することを決定した。こ
の背景には、進学適性検査への予備校での準備教育・模擬試験等が活発になってきたこ
と、大学側の評判が良くないこと、検査そのものの科学的根拠が立証されていないことが
あった２。これを受け本学では、１９５５（昭和３０）年度の学生募集要項を決定するために、選
抜手続きの説明と学力検査等についての高校側の希望・意見を聞くための場として「熊本
大学入学者選抜に関する懇談会」を設けることとなった。１９５５年１２月１０日、九州・山口８
県の高等学校教員２０４名が出席しての懇談会が開催され、学生募集要項等の説明が行われ
たほか、大学側教官と教科ごとに設けられた部会において種々の意見が交わされた。同月
１３日、この意見を盛り込んだ個別学力検査のみによる熊本大学入試の募集要項が発表され
た。翌年３月実施の入試より、入学志願資格者の要件から「進学適性検査を受けたもの」
という文言が外され、学力検査・身体検査・調査書の３つによる選抜となった。
　その一方で、新制大学へ切り替わるにあたっては、学制改革による過渡期の学生たちの
進路が社会的な問題となっていた。旧制大学時代の大学進学は、出身学校によって順位を
異にする優先順位制がとられており、優先順位第１位の志願者数が定員を超えた場合に、
その１位の者のみについて競争試験が実施され、合格した者は大学進学、落ちた者は浪人
（いわゆる「白線浪人」）となった。また、優先順位第１位の志願者が定員以下の場合は全員が
合格となり、欠員の部分が優先順位第２位以下の者に振り分けられることとなっていた３。
この方式は１９４６（昭和２１）年度入試からは、帝国大学・官立単科大学において全面的に撤
廃されたものの、１９４９（昭和２４）年度に新制大学が発足することとなるに際し、年々増加
していく白線浪人が大きな問題として取り上げられるようになった。
　１９４９（昭和２４）年の新制大学第１回入試では、こうした旧制高等学校卒業者と旧制専門
学校等卒業者、それに新制高等学校卒業者が一緒に大学を受験した。１９４９年１月の「熊本
日日新聞」では、当時７，３００名にも上った白線浪人が、新制高校卒業生や旧制高校１年修
了生、あるいは旧制専門学校在学生等全国を合わせて２０～３０万人にも達するとみられる受
験生とともに試験を受けるという深刻な進学難となっていたことが報じられている４。こ
のように深刻度を増す白線浪人問題について文部省は、１９４９（昭和２４）年１１月、①旧制大
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学の試験期日を分けて少なくとも２回は実施すること、②各大学の収容定員については特
に収容が困難な理科系統を中心に増加すること、③新制大学２学年生への転入試験を行い
旧制高校卒業生を収容することの３点を決定し、各旧制国立大学へ通達した。
　更に１９５０（昭和２５）年５月頃には、なお８，０００名に上る白線浪人がいることから、各大学
が共同で同時に編入試験を行うことが全国学長会議で決定された５。そして文部省もこの
方針に基づき、１９５１（昭和２６）年に限り国立大学の学生を臨時に増募することを決定し、
旧帝国大学（東京大学・京都大学・東北大学・九州大学・北海道大学・大阪大学・名古屋大学）
と一橋大学・神戸大学・東京工業大学・東京教育大学・広島大学の各大学で２，４８５名、そ
の他の大学は各学部定員の１割を募集することとなった。本学でもこうした事態に対応す
べく、第五高等学校を母体として成立した法文学部において、白線浪人の受験希望者の調
査を行った。これと並行し、１９５０年４月１９日付で、医学部を除く５学部における旧制高等
学校・専門学校の第２学年以上修了の学歴を持つ者、あるいは新制大学１年を修了し一定
の単位を取得したものを対象とする２年次編入の募集がかけられた。２年次編入試験は、
学部・学科は一部のみとなり、募集人員は若干名と限られたものの、翌年以降も続けられ
た。

２　新テストの模索
　１９６０（昭和３５）年１月２９日、松田竹千代文部大臣は、学制制度の根本的な改革について
近く中央教育審議会（中教審）に諮問する方針を明らかにした。その中には、国立大学で
は理工科教育を重点的に行い、人文科学系統を私立大学に任せること、高校・大学の試験
制度の抜本的改革、６･３･３･ ４制を６･３･５の新学制にすること等が盛り込まれた。
この背景には、極端な学力偏重試験により、学生の資質が適正に計れているのかという問
題があった。こうして同年５月２日、大学制度の根本的な再検討のため、中教審に対し、
①大学の目的と性格、②大学の設置と組織編成、③大学の管理運営、④大学の厚生補導、
⑤大学の入学試験、⑥大学の財政についての諮問がなされた。
　このうち⑤大学の入学試験については高校側からも問題視する声があがっており、１９５８
（昭和３３）年頃から、全国高等学校長協会が入試のあり方を改めるようにと全国の大学に要
望を出していた。１９６０（昭和３５）年１１月に全国高等学校長協会が発表した入試問題の改善
を求める意見書では、大学の入学試験の問題が難しすぎること、高校の学習範囲外の内容
が含まれていること、科目の本質的内容から離れて枝葉末節にこだわったものが出題され
ていること等の入試に関わる諸問題が指摘された。こうした状況にもかかわらず、入試の
あり方が改善されることはなく、１９６１（昭和３６）年には大学入試をめぐる不祥事が全国で
多発した。これを受け、同年５月２３日、文部省は入試関係では初となる通達を全国の国立
大学長へ宛てて出した。通達において大学には、入試管理の組織とその運営方法について
事故防止の観点から再検討・改善をすること、入試関係者は受験雑誌への問題出題や予備
校講師への就任あるいは受験者の自宅指導などの疑惑を受けるような行動をとらないこ
と、事故の発生した各大学は事故の実態・原因を究明し、大学自治の原則に照らしてその
責任を明らかにすることが求められた。
　この文部省通達に対応するため、１９６１（昭和３６）年６月２４日に開かれた国立大学長会議
では入試ミス対策についての討議が行われ、その後、本学においても入試に関する組織の
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整備が始まった。既に１９５３（昭和２８）年から学内の入試管理委員会は設置されていたが、
１９６２（昭和３７）年２月３日に熊本大学入学試験管理委員会規則が制定されたことにより、
正式に全学組織となった。この委員会規則に基づき入学試験実施組織規則も制定され、健
康診断委員会・学力検査委員会・試験実施委員会が置かれた。更にその後１９６５（昭和４０）
年３月には入試学力検査実施教科専門委員会が全学の委員会として設置され、選抜方法及
び学力検査実施教科・科目や学生募集要項、あるいはその他の学力検査実施教科に関する
入学試験管理委員会の諮問事項の審議にあたった。
　大学内での組織整備が進められる一方で、国立大学全体としての新たな選抜方法が模索
された。１９６３（昭和３８）年１月、中央教育審議会答申「大学教育の改善について」が出され、
大学入試については、財団法人を設けて学習到達度と進学適性を計る共通的・客観的なテ
ストを行うことが提案された。これを受け同年１１月１７日、財団法人能力開発研究所により
大学進学希望者を対象とする共通テスト「能研テスト」が実施された。このテストは学力
テスト・進学適性能力テスト・職業適応能力テストの３つで構成され、３年間を準備期間
とし、１９６６（昭和４１）年から合否判定に利用できるようにとのプランが建てられた。しか
し実際は、年々受験者が減少していった事情もあり、１９６８（昭和４３）年には廃止された。
　１９６５（昭和４０）年５月、文部省の「大学入学者選抜方法の改善に関する会議」において、
１９６６（昭和４１）年度の具体的な大学入試要領が定められた。この要項は、１９６３（昭和３８）年
度から実施された高校の新教育課程の卒業生が１９６６年度から大学を受験することから改訂
されたものであるが、ちょうど能研テストをはじめとする大学入試方法改善の動きや、大
学入学者急増期にも重なることから、内申書重視などの大幅な改善案が盛り込まれた。こ
の内申書重視案については、同年３月の段階では大学基準協会が慎重論を唱えていたが、
結局導入されることとなった。
　この大学入試要領を受け、本学においても次年度入試についての協議が重ねられた。９
月には、熊本大学入学試験管理委員会においてマルA方式（内申書を利用した高校長推薦制
度）について審議を行い、１０月２６日から２７日にかけて開催された九州国立大学学長会議に
おいて、マルA方式についての基準内容を九州内で統一することを提案した。同月末には
医・薬の２学部で試験的にマルA方式を導入することが決まり、文部省に報告した。１１月
半ばに入試管理委員会においてマルA方式の具体的な基準が決まり、１２月半ば頃には最終
決定された。これを受け、各都道府県知事・教育委員長を通じて熊本大学で採用したマル
A方式の基準を各高校へ通知したが、各高校からは無意味な基準であるとの声があがっ
た。翌１９６６（昭和４１）年３月に行われた熊本大学入学試験では、医学部・薬学部でマルA方
式を採用した試験が行われたが、この年の入試ではマルAによる合格者は出ず、翌年の入
試において、医学部で３名、薬学部で２名がマルAによる合格者となった。
　この頃、本学では、特に薬学部で女子学生が顕著な増加傾向を見せていた。１９６６（昭和
４１）年４月に柳本武学長が薬学部の女子学生数に制限を加えることを考えている旨の発言
をし、更に同年１１月に決定した募集要項の願書中に「女子学生は薬学部製薬学科はなるべ
く第一志望にしないよう」との但し書きを加える旨が発表されると、この問題は各方面へ
飛び火した。１２月に柳本学長が規制の考えは全くないとの見解を表明したが、女子学生有
志が学生部長に対して反対署名を提出し、学長へ何らかの意思表示を求めたほか、新聞各
紙や雑誌で全国的に取り上げられるなどの大きな波紋を呼んだ。
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３　進学率の急上昇と国立大学共通テスト構想の展開
　１９６０年代半ば頃から全国的に進学率が急激に上がり、更に１９６６（昭和４１）年度からは第
１次ベビーブーム世代が大学へ進学する年齢に達するなど、１９６０年代は、学生を受け入れ
るための大学の整備が必要とされた時代であった。こうした状況を背景に、文部省は１９６４
（昭和３９）年頃から学生の受け入れ数や学部・学科の拡充計画等を発表し始めた。１８歳人口
の急増による受験戦争の激化は、高校教育にも歪みを生じさせるなど社会問題にもなって
いた。１９６９（昭和４４）年５月末の全国高等学校長協会の総会においては、大学入試の抜本
的改善が満場一致で決議され、大学側に強く要請されることとなった。更に、同協会は同
年１０月にも大学入試の難問・珍問を取り上げ、もっと教育的な出題をするよう大学側に要
請した。１９６８（昭和４３）年から１９６９年にかけては全国的に大学紛争が激化した時期でもあ
り、大学改革への要望は社会の側からも厳しく問われることとなり、改革の一環として入
試制度改革が進められた。
　大学紛争時、本学においても、学内外の状況を鑑みての試験実施に向けた対応策がとら
れた。１９６９（昭和４４）年１月２０日、学生運動の影響により、政府は東京大学の入試中止を
決定した。東大総長代行がこれに抗議するものの受け入れられなかった。更に東京教育大
学でも入試が中止となると、全国の受験生から不安の声があがり、入試を実施する国立大
学に対して定員を増やすようにとの要望も出てきた。これを受け同月末、本学では、入学
定員増はしないが水増し合格を増やす方針を示した。しかしこの時期は本学も生協の水光
熱費支払いをめぐる大学側と学生との攻防が続いている状態にあり、翌年３月３日から実
施された入試の際も試験日前日まで公開交渉が行われ、試験２日目の３月４日から公開交
渉が再開されるなどの混乱を極めた。幸いこの年の入試では大きな問題もなく試験が実施
されたものの、紛争の影響から、法文学部・理学部・医学部で試験会場の変更を余儀なく
された。全国的に見ると、１９６９年度入試では、一期校２８校のうち１２校が紛争が継続してい
る状態で入試を実施した。このうち京都大学・東京工業大学・大阪大学・神戸大学・広島
大学・岡山大学は学外に試験会場を移し、岡山大学では機動隊が警備する中で試験を実施
するなど、受験生にとっては不安の多い試験となった。
　翌１９７０（昭和４５）年度の入試は、文部省や各大学が対策を練ったこともあり前年ほど大
きな問題にはならなかったものの、全国的に紛争はなおも継続状態であった。本学におい
ても、５月以降、数度にわたって機動隊が学内に出動するなど、予断を許さない状況で
あった。同年度の本学の入試では、学生の妨害に備え機動隊が学内に待機して試験が行わ
れた。その際、全共闘系学生による集会と構内デモが行われたため、大学側は機動隊の出
動を要請し実力排除が行われた。続く１９７１（昭和４６）年度入試でも、機動隊が学内に待機
し、入試妨害のデモを行った過激派学生が公務執行妨害と不退去罪の現行犯で逮捕される
事態となった。
　こうして全国の大学で大学と学生の対立が続く中、１９７０年代に入ると大学入試改革が本
格化し、文部省・中教審・国立大学協会・大学基準協会・全国高等学校長協会などさまざ
まなレベルでの検討が重ねられた。１９７０（昭和４５）年３月４日、中教審第二十六特別委員
会において、全国高等学校長協会・都道府県教育長協議会や関係省庁代表者らを招いての
大学改革試案についての意見聴取が行われた。高等学校長協会は大学と文部省の間の不信
感を指摘し、入試制度改善に関しては、「能力開発研究調査機関」の設置等を提案すると
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ともに、大学浪人・進学予備校についての抜本的な対策をとるように要請した。教育長協
議会も「能研テスト」のような共通テストの実現や大学教養部の廃止とそれに伴う高校教
育と大学教育の円滑な移行等を訴えた。
　１９７１（昭和４６）年２月１９日、国立大学協会理事会が開催され、全国立大学共通第一次試
験の実施について検討する「入試調査特別委員会」を設置することが決定した。同年１２月
には、文部省の大学入試改善会議が、共通テストの実施や調査書の活用などを骨子とした
「大学入学者選抜方法について」の最終報告をまとめ文部事務次官に提出した。１９７２（昭和
４７）年８月２２日の大学基準協会の大学入試制度改革研究委員会は、「大学入学試験制度改
革に関する報告」をまとめ、文部省・国立学校協会・全国高等学校長協会に提示し、改善
策実施にあたってこれを尊重することを求めた。続いて同年１０月に文部省は、「共通テス
ト」実施のための具体的な方法・手段等を審議するための「大学入試共通学力検査等調査会」
を発足させることとし、そのメンバーを決定した。１９７３（昭和４８）年５月１５日には、奥野
誠亮文部大臣が文部省の大学入学者選抜方法改善会議に対し、一期と二期の２回に分けて
実施している現行の国立大学入試の時期について、一本化も含めて抜本的に再検討をする
ように依頼した。翌月に開催された国立大学協会総会においても国立大学共通テストにつ
いての話し合いがもたれ、国立大学協会も「入試制度改善調査委員会」を設置し、標準問
題の作成に着手することを決定した。また、国立大学協会は翌１９７４（昭和４９）年４月２２日
に開催された理事会において、共通テストについて入試制度改善調査委員会がまとめた
「国立大学入試改善調査研究報告書」の中間報告を了承し公表した。こうして同年１１月に
は、国立大学協会による初の「国立大学共通第一次試験」模擬試験が実施されることとなっ
た。これと前後し、大学入試改革を検討してきた自民党の文教部会が、現行の選抜制度を
改めて「全国統一テスト」と「各大学の個別試験」の２本立てとする等の具体案をまとめ、
これが１９７４年６月に新聞紙上で報道された。
　以上のように、全国のさまざまな機関で国立大学入試の改革について話し合われる中、
第１次ベビーブーム世代の波がピークを過ぎた１９７０（昭和４５）年の大学入試では、全国的
に大学受験志望者実数が減少し、更に一期校・二期校・公私立のかけもち出願が行われた
ため、一期校入試において志願者の１割近くが欠席した大学が半数近くに上るというとい
う特異な事態が起こっていた。これには、何かと問題の多い国立大を敬遠し、都会の有名
校・有名私立を志向するという風潮も影響していた。
　本学においても、１９７０（昭和４５）年３月実施の入試では、合格者のうち熊本県内出身者
が大幅に減少するという事態が起こった。この背景には、家庭状況（経済状況が良くなった
こと）の影響や、高校における指導（有名校指向型、有名大学の方が就職に有利）などの理由
があったと考えられるが、そもそも県内出身者の受験者数自体が減少していたことも原因
の１つであった。１９７６（昭和５１）年の熊本県文教治安委員会では、国立大学入試、特に熊
本大学入試において県内出身者の割合が激減していることが取り上げられ、熊本県とし
て、県内出身の熊本大学合格者の減少を食い止めるようにとの要望が出されるほどであっ
た。
　このように、受験者実数そのものは減少傾向にあったものの、大学進学率は上昇し続け
ており、受験戦争は更に過熱していた。実際、本学の受験者数も、１９６９（昭和４４）年をピー
クに減少傾向にあったものの、ベビーブーム世代の受験ピークが過ぎても、志願者数その
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ものはそれ以前よりも高い水準で推移していた。こうした中で１９７５（昭和５０）年、東京大
学や九州大学等では、受験戦争を煽る原因の１つとされた合格者発表の際の出身校の公表
について控えることが決まった。本学では同年１０月に開かれた入試管理委員会において、
この件については従来どおりの公表を決めた。この件との関係は定かではないが、翌１９７６
（昭和５１）年度入学者試験においては、３００名近く志願者が増加している。
　また、大学入試を取り巻く諸課題に対応するため、本学では、１９７３（昭和４８）年１０月１
日に熊本大学入学者選抜方法研究委員会が発足した。この委員会は教養部長・学生部長・
各学部及び教養部教官各１名・入学試験学力検査実施教科各１名・その他必要な者若干名
で構成され、これ以前の入学者選抜方法を検討する部会が要項によって曖昧に定められた
ものであったのに対し、本委員会は学則に基づく全学委員会として位置づけられるもので
あった。
　１９７５（昭和５０）年に入ると、共通一次試験の実施が具体化していった。３月には文部省
の大学入学者選抜方法改善会議が、国立大学入試の一元化についての最終報告をまとめ文
部大臣に報告した。また４月には国立大学協会の入試制度改善調査委員会が研究報告書を
まとめ、共通一次試験の具体案を公表した。１１月には共通一次試験の実施に向け、全国１４
大学で国立大学協会による模擬テストが実施された。この１４校の中には本学も含まれてお
り、以後、共通一次試験開始まで毎年実施された模擬テストへの協力を行った。模擬テス
トの調査研究の結果については翌年４月に国立大学協会の入試制度改善調査委員会により
公表され、同年６月の国立大学協会の総会において、こうした共通一次試験は入試改善に
役立つと結論づけられた。また、総会では１９７９（昭和５４）年度からの試験開始が示唆され、
１１月には同年度からの実施が、正式に決定した。１９７７（昭和５２）年５月２日には東京教育
大学農学部内に大学入試センターが発足し、同日、国立大学協会が、共通一次試験の実施
に関連し、各国立大学での二次試験の内容・方法や一次テストの利用法などをまとめた中
間報告を公表した。更に同月、文部省大学入試改善会議による「国立大の入学者選抜方法」
（試案）がまとめられ、共通一次試験の教科・科目や試験期日等の入試実施要項最終案が発
表されると、６月２日にはついに共通一次試験の実施要項が決定した。
　これに対応し本学では、同年６月上旬から入学者選抜方法研究委員会による共通一次試
験と二次試験に対する基本構想がまとめられた。この間、前述のとおり県内出身者の熊本
大学進学率が非常に問題となっていたこともあいまって、６月下旬、熊本県高等学校教職
員組合が本学に対し、共通試験の二次試験の作成については学外関係者も参加できるよう
にとの要望を提出するなどの動きもあった。こうして７月２９日、本学は１９７９（昭和５４）年
度入試の二次試験の教科・科目を発表した。７月３０日には全国１２０の大学の要項が出揃っ
たことを受け、文部省が試験内容の集計を行い、その結果を８月１９日に公表した。
　こうして共通一次試験と二次試験の実施要項が決められていく中、高等学校側からは、
特に共通一次試験の日程についての不満の声があがった。これを受け１９７７（昭和５２）年１０
月に開かれた文部省の大学入試改善会議において、当初は１９７８（昭和５３）年１２月２３日から
２４日にかけて実施予定であった共通一次試験の日程を、１月以降に繰り下げる方向で検討
していくことで合意し、翌１９７８年１月１１日の国立大学協会理事会で決議された。そして同
年１月１９日に文部省が共通一次の実施日繰り下げを正式に決定し、初の共通一次試験は
１９７９（昭和５４）年１月に行われることとなった。
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　しかし、高校側にはなおも日程についての不満がくすぶっており、次年度以降も引き続
き共通一次試験の問題点として改善要求がなされた。１９７８（昭和５３）年１１月の全国高校進
路指導研究協議会全国常任理事会では、共通一次試験の問題点が検討され、志願票の出願
日や試験実施日の繰り下げ、科目の削減など１０項目にわたる改善点にまとめられ文部省と
大学入試センターに提出された。翌１９７９（昭和５４）年４月には、国立大学協会で試験期日
や科目数等についての検討が行われたが、１９８０（昭和５５）年度の試験も基本的には初年度
どおりとし、２次募集の説明と一次試験と二次試験の配点の比率をなるべく早く公表する
よう各大学に要請するにとどまった。文部省の大学入試改善会議も５月末に開かれたが、
ここにおいてもほぼ初年度と同じ内容で試験を行うことが決められた。
　このようなさまざまな立場での意見のやりとりを経た１９７８（昭和５３）年６月３日、大学
入試センターは初の共通一次試験に向けた「受験案内」を発表し、また、関係各位に「実
施要項」を通知した。これを遡ること１ヵ月前の５月２日、本学にも「熊本大学主管共通
第一次学力試験実施委員会」が発足し、いよいよ目前に控えた共通一次試験の実施に備え
た。既に１９７７（昭和５２）年頃より地元新聞紙上では熊本大学の二次試験の方針等への論議
が種々掲載されてはいたが、１９７８年７月１日に熊本大学の二次試験の実施教科・科目が正
式に公表され、１２日には各学部の共通一次試験と二次試験の点数配分が発表された。ま
た、同月１５日には、文部省がまとめた全国の各国公立大学で行われる二次試験の入試要項
の概況が発表された。「共通一次を利用した足切り実施」「推薦入試導入」など、新聞紙上
では全国の各大学の試験実施要項の情報が飛び交い、初めて行われる共通一次試験に対す
る世間の注目の高さが窺われた。１０月２日、初の共通一次試験に向けての願書受付が始ま
り、１１月末には受験票の発送作業が開始されるとともに受験会場が発表され、熊本大学黒
髪地区が共通一次試験の会場に正式に決定した。
　
４　共通一次試験の実施と実施後の動向
　１９７９（昭和５４）年１月１３・１４日の両日、初の共通一次試験が実施された。本学において
は黒髪地区がその会場となり、学生部には熊本県の本部が置かれた。初の共通一次試験導
入後の二次試験では、新方式に慣れない受験生の出願ミスが相次いだ。
　共通一次試験導入の結果、本学の二次試験志願者は前年の６，６９０名（倍率４．６倍）から
３，５７５名（倍率２．２倍）へとほぼ半減し、特に教育学部と工学部の志願者が半分以下に激減し
た６。一方、同県内の熊本県立熊本女子大学の志願者数が前年度の１，０４８名（倍率５．８倍）か
ら１，０６７名（倍率５．９倍）とやや増加しており、内訳を見ると家政・食物の２学科で志願者が
減ったものの、国文学科の倍率が９．３倍（前年６．９倍）、英文学科の倍率が６．９倍（前年５．３倍）
となるなど学科間に顕著な差が見られた。この年の全国公立大の平均競争率は３．４倍で
あったが、国立８７大学の倍率は３．０倍、公立３３大学の倍率は６．７倍と、全国的に見ても公立
大学の平均競争率の方が高い結果となった７。
　前項にも記したとおり、共通一次試験の実施前には各大学の二次試験の内容が話題と
なっており、新聞でも度々取り上げられた。共通一次の導入により、文系の学部・学科を
中心として、二次試験では学力試験を行わず小論文や面接のみに切り替える大学が増加し
た。また、２次募集や推薦入学を新たに導入する大学も現れた。１９７７（昭和５２）年７月末
に全国１２０の国公立大学の要項が出揃ったことを取り上げた新聞記事では、なるべく科目
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数や出題数を減らして受験生の負担にならないようにとする国立大学協会の方針に反し、
多くの大学で記述式が比較的多く採用され、しかも共通一次と同じ科目を課す大学が多い
ことが報じられた。この時点では全体の半数を超える６２の大学が二段階選抜（足切り）を
実施するとしており、批判を浴びていた。
　本学においては、法文学部文科の二次試験を論文のみ、工学部では推薦入試を導入する
と決定しており、地元新聞で大々的に報じられた８。また、この年には法文学部文科の試
験で二段階選抜を予定していたが、翌年発表の入試要項ではこれを実施しないことと改め
られた。本学のほかにも、１９７７（昭和５２）年度の試案段階では二段階選抜を行うとしてい
た６２の大学のうち１７校が翌年の入試要項で中止の措置をとった。
　開始前から既に多くの話題をふりまきながら行われた初の二次試験であるが、結果とし
ては、全国各地で定員割れが相次いだ。志願者数そのものが定員割れを起こしている大学
や、志願者全員合格若しくはそれに近い合格率にしないと定員が埋まらない大学・学科も
出てきており、二次試験が終了してまもない３月６日の段階で、既に文部省が定員割れ対
策として２次募集を行うよう指導を始めたことが報道された９。二次試験終了後に２次募
集をかけることとなった大学は１６大学あり、１，０００名余りが追加募集された。本学では、
志願者数そのものは定員を下回ることはなかったものの、定員より多めの合格者を出した
にもかかわらず、４月中旬の時点で１１８名の入学辞退者が出ており、６２名の定員割れを起
こした。全国的に見てみると６，０００名の入学辞退者が出ており、各大学は急遽補欠の繰り
上げ合格を発表するなど、新学期に入ってもなお対応に追われることとなった。
　当初は、共通一次試験に対し概ね好意的な意見が多かったが、試験の実施以後は、その
効果について種々の議論が巻き起こり、マスコミをはじめとして一斉に非難が浴びせられ
た１０。最も大きな原因は、そもそも激化する受験戦争のために導入されたはずの共通一次
試験が、その導入によってかえって受験産業の介入を許してしまい、競争が過熱した点に
あるとされた。一期校・二期校の区分で入試が行われていた際は、試験日程がずれていた
ため複数受験が可能というメリットがあったが、共通一次を導入したことにより、ほぼ同
日程で一斉に二次試験が行われたため、受験生は一発勝負をせざるを得ない状況になった
ことや、共通一次試験のマークシート方式が批判の対象とされることもあった。また、大学
間の格差を生むとされた一期校・二期校の区分が廃止されたにもかかわらず、共通一次試
験の導入により、一次試験の結果に基づく二次試験受験校の選択がなされるようになると、
結果として大学間の序列化がより一層進む事態となり、旧二期校側の不満が高まった１１。こ
うしたことから、高等学校側も受験指導の強化を行うようになり、「入りたい大学より入
れる大学」の風潮も生まれた。
　共通一次に対する批判を受け、国立大学協会は、１９８０（昭和５５）年６月に行われた総会
において、１９８２（昭和５７）年度入試からの社会科の倫理・社会と政治・経済の２科目同時
選択禁止の方針を決め（同年９月に文部省もこの方針を決定）、特定の受験者が有利になら
ないようにとの配慮がなされた。また、国公立大学の個性化を図るため、１９８１（昭和５６）
年５月の国立大学協会第二常置委員会において、１９８２年度共通一次試験から得点の傾斜配
分方式を積極的に導入するよう協会として全国公立大学に強く要望することを決定した。
こうした共通一次試験に対する検討は高校側でもなされており、１９８１年５月の全国高等学
校長協会総会においては、共通一次の試験科目数は５教科１０科目とすること、コース別方
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式は好ましくないとの案がまとめられた。続いて同年１１月の全国普通科校長会総会では、
新学習指導要領実施に伴う共通一次の改革に関する調査結果が報告され、５教科７科目の
国立大学協会案を概ね受け入れることが決まった。
　共通一次試験への批判は、世間からのバッシングのほかにも、国公立大学受験生の減少
という現象としてダイレクトに顕れた。共通一次試験導入の前から既に国公立大学離れは
起こっていたが、その原因として、私立大学への国の支援が開始されたり、受益者負担の
観点から国立大学の授業料が大幅に増額して国公私立間の格差が縮まってきたことなどが
あった。こうした状況に加え、共通一次試験と個別学力検査という入学試験方法により受
験者への負担が増大したことが、国公立大学受験生が減少のする要因の１つとなった。そ
こで、１９７９（昭和５４）年末頃から、共通一次試験参加校が『国公立大ガイドブック』の出版
を開始するなど、各大学のアピールに努めた。しかし、１９８１（昭和５６）年には全国の国公
立大学の入学辞退者数が初めて全体の１割を超えることとなり、更に顕著になった国公立
大学離れを食い止めるため、１９８２（昭和５７）年にはガイドブックを改訂したり、大学へ誘
う学長のメッセージを掲載したりと、受験生へのアピールに工夫を凝らすようになった。
　こうした背景には、１９７０年代に行われた大学改革問題があった。前述のとおり、１９６０年
代末には、第１次ベビーブーム世代が大学に入学するということもあり大学の学生定員を
増加させる措置がとられたが、１９７０年代に入ってもベビーブーム対応のために増やされた
学生定員数は元に戻らず、むしろ大学・短期大学の新設が行われるなど、高等教育の拡充
が図られた。１９６０（昭和３５）年段階では１０．３%であった大学進学率は、１９６５（昭和４０）年に
１７．０%に、１９７０（昭和４５）年には２３．６%に増加しており、更に４年後の１９７４（昭和４９）年には
３８．４%と、鰻登りの状態であった１２。高等教育における私立大学・短大の割合は、１９５５（昭
和３０）年は５９．７%（大学）・８１．１%（短大）であったが、１９７０年には７４．４%（大学）・９０．１%（短
大）とその比重は増大していた。このように大学の選択肢が増え、かつ私立大学人気が高
まる中、国立大学では合格者から辞退者が出ても再募集をかけなかったため、１９７３（昭和
４８）年４月１７日、文部省大学局長名で「本年度について補欠入学などの措置により入学者
の確保に努力するように」との異例の通知が各国立大学長に出されるとともに、入学状況
の実態調査が開始され１３、高等教育における国公立大学の位置づけが改めて問われること
となった。１９７６（昭和５１）年３月には、文部大臣の私的諮問機関である高等教育懇談会に
おいて、大学定員増をペースダウンさせて地方国立大学の充実を図ること、私立大学の質
的充実を図り水増し入学を是正すること等を盛り込んだ「高等教育の計画的整備について」
の最終報告がまとめられた。
　私立大学の比重増大と共通一次試験をはじめとする大学入試制度の問題があいまって国
公立大学離れが加速する中、より一層の大学入試制度の改革が求められるようになった。
１９８３（昭和５８）年秋、国立大学協会は入試改善特別委員会を設け、試験の改善に向けての
検討を開始したが、そこでは以下の６点が共通一次試験の評価点として挙げられた。
①二次学力検査の科目数が減り、面接・小論文・実技検査など学力以外の観点からの選
抜が可能となった。
②共通一次試験での適切な出題の影響もあり、二次での出題が良くなり、難問・奇問が
減って高校教科書に沿った出題となった。

　③推薦入学・帰国子女入学・２次募集等の工夫が進んだ。
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　④身体障害者への配慮が進み、二次試験へも波及した。
　⑤共通一次の結果を目安に志望校の選択が可能となった。
⑥一期校・二期校の一元化により見かけの倍率が低下した。志望した大学・学部に入学
しやすくなった。

　一方で、以下６点が共通一次試験の問題点として挙げられた。
　①受験産業等による大学・学部の入試難易度や合格圏が設定され、序列化が行われた。
　②国公立離れが起こった。
③記述力・想像力・考察力を必要としないマークシート方式の導入により、学生が画一
的で積極性に欠けるようになった。学力低下も目立つようになった。
④受験情報が大量で詳細になり、高校での進路指導が合格可能性に基づいて行われるよ
うになった。
⑤一期校・二期校の一元化により、受験機会が減少した。
⑥国公立・私立でかなり異なる入試方法となったため、受験生の準備が大変になり、併
願も困難になった。

　これと同じ頃文部省でも、同年６月に共通一次試験改革のためのテコ入れとして、１９８６
（昭和６１）年度入試から全大学を２～３のグループに分け、二次試験の実施日をそれぞれず
らして設定するというグループ試験制度を導入する方針を固めた。１９８５（昭和６０）年１１月
には、国立大学協会総会においても、１９８７（昭和６２）年度入試から希望する大学について
は二次試験の実施期日をずらして２回受験することが可能となるように「受験機会の複数
化」を導入することが決定した。
　翌１９８６（昭和６１）年４月３日には、国立大学協会が、受験機会の複数化に伴う二次試験
の実施期日について旧帝大７大学のグループ分けを発表し、引き続いてその他の各国立大
学の実施期日の検討が行われることとなった。しかし、この旧帝大のグループ分けについ
ては、特に京都大学からの反発が大きく、京都大学側は、東京大学と同日での試験実施を
求めた。更に他の国立大学からも、こうしたグループ分けは「一期校」「二期校」の時代
への回帰ではないかと懸念する声があがった１４。
　そこで同年４月１５日、九州の１５大学の臨時学長会議が開かれ、国立大入試の二次グルー
プについての話し合いがもたれた。既に国立大学協会が発表したグループ分けでは、旧帝
大である九州大学はAグループに入ることになっていたが、それを踏まえて話し合った結
果、Aグループには長崎大学・佐賀大学等が入り、熊本大学は鹿児島大学等と一緒にBグ
ループに入ることが決まった。このように各国立大学は、他大学、特に近隣大学の試験日
程日をにらみながらA・Bどちらの日程に入るかを決め、５月７日には国立大学協会がこ
れらをまとめた１９８７（昭和６２）年度からの国立大学の二次試験の実施方法を発表した。そ
の結果、A日程は関西の有力大学、B日程は関東の有力大学と評されるグループ分けとなっ
た。こうして大学同士が受験機会の複数化導入に向けて着々と準備を進めていく一方で、
国公私立大学教授からは、そのデメリットを懸念して複数化の実施延期を求める声明が発
表された。更に新聞にはA・Bグループ分けについての論評が連日掲載され、大学入試の
勢力図がどのようになるのか、また、グループ分けや複数化そのものについての是非が議
論された。
　受験機会の複数化が検討され実施に至るまでの間には、複数化以外の面からの改革につ
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いて、各大学でさまざまな事柄が検討された。本学では１９８４（昭和５９）年７月に、１９８５（昭
和５９）年度入試から科目・配点を大幅に変更し、二次試験を重視する方策をとることを発
表した。また、翌年７月には、１９８６（昭和６１）年度入試より本学では初となる２次募集を
理学部地学科で採用することを発表した。また同月、１９８７（昭和６２）年度入試からは国立
大学協会の改革方針に基づき、試験科目数を５教科５科目とすることを発表した。
　１９８７年３月に実施された国公立大学の入試において、初めて受験機会の複数化が導入さ
れた。受験日程を複数化した結果、各国立大学の志願者数が激増することとなり、大学側
は一方では二段階選抜による大量の足切りを行ったり、また一方では合格者を水増しする
などの対応をとった。複数化を導入する時点で既に選抜の困難さが予想されたとはいえ、
大学側がこうした対応をとったことに対し、受験生や高校からの批判が相次いだ。それに
もかかわらず、最終的には地方大学を中心として定員割れが続出するという、大学側に
とっては二重三重に頭の痛い出来事が重なった。深刻な定員割れを受け、衆議院文教委員
会は、各大学はできるだけ定員を満たすようにとの指導を強めることを決めた。本学もそ
の例にもれず、定員１，７２０名に対し、前年度の倍以上である７，６００名余の志願があった。学
部別に見ても、ほぼすべての学科で定員の２倍程度の志願者増となり、唯一志願者が減少
に転じたのは医療技術短期大学部のみという結果であった。合格者のうちA日程にもB日
程にも合格した受験生が本学に入学するとは限らなかったことから、定員より３５％水増し
した２，３５４名を合格者として発表したが、入学手続きの結果全７学部の定員充足率は９割
にとどまり、追加合格者発表を行わねばならない事態になった。
　このように大きな混乱がもたらされた１９８７（昭和６２）年度入試の後、国公立大学入学試
験制度の改善と臨時教育審議会の第三次答申の具体化に向けて、各地方で教育改革推進懇
談会が開かれた。その第１回は熊本県で開かれ、二段階選抜による足切り問題やマーク
シート方式の是非など、さまざまな問題点が高校側から突き付けられた。
　当時は二段階選抜のみに限ってみても、試験実施以後は不平等感があるとの不満の声が
各大学からあがっていた。こうした不満の原因は、国立大学のうち京都大学等A日程のグ
ループに振り分けられた関西の大学が、東京大学等B日程のグループに振り分けられた関東
の大学の「すべり止め校」の様相を呈したことにあった。そこで、まず京都大学が、１９８７（昭
和６２）年度はA日程に振り分けられていた日程を、次年度入試は法・経系の学部を中心とし
てB日程で実施すると決めた。これに１９８７年度にA日程で試験を行った各大学が追随し、有
力校の大半が次年度はB日程で試験を実施することを決めるというアンバランスな事態が起
こった。５月下旬にはこうした各大学の動向について新聞紙上で盛んに報道され、大学入
試のあり方に再び問題が投げかけられることとなった。こうした事態を重く見た自民党の
大学入試に関するプロジェクトチームは、５月２５日にA・B両日程に分かれた試験グループ
分けを撤廃し各大学が定員を２分割して入試を２回行う「分離分割方式」の導入を柱とする
合意事項を取りまとめ、国立大学協会にその是正を呼びかけた。また、こうした大学の動
きに対して、受験生や高校側からも身勝手だとの非難の声が浴びせかけられた。
　受験日程をめぐる世間からの非難を受け、５月２７日に開かれた国大協理事会では、１９８８
（昭和６３）年度の入試改善についてはグループ分けのアンバランス是正を行い、特に法学部
を中心として各大学で再検討することを決めた。しかし、ここでは日程を再検討すること
だけが決まり、基本的な方針については示されなかったため、実際の対応は各大学の裁量
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によるものとなった。東京大学では、翌２８日からすべての科類をA・Bに分割した試験の
検討が開始されたが、６月上旬には、全体的なバランスの問題から、１９８８年度の入試は前
年度同様B日程で試験を行うことを決めた。
　そして国立大学協会理事会の決議から２日後の５月２９日、本学においては、前年度同様
に全学部B日程で１９８８（昭和６３）年度入試を行うことを決定し公表した。他大学がA日程か
らB日程へ移ってくる可能性がある中、早々にB日程のみの試験を決めた理由としては次
の２点が挙げられた。
　①九州大学がA日程からB日程に移ったとして、熊本大学がA日程に動く筋合いはない。
②熊本大学が日程を動かすと、試験日程をずらすことにしていた熊本女子大学への影響
が出る。また、同大のみならず、鹿児島大学や他の大学へも影響がある。

　その後６月に入ると他の国立大学の動向を伝える報道も増え、九州大学・岡山大学・神
戸大学等で１９８８年（昭和６３）度入試からAB分割方式が採用されることが明らかになった。
　更に１９８９（平成元）年度以降の入試についても話し合いが行われ、１９８７（昭和６２）年１０月
の国立大学協会理事会では、１９８９年度からの入試抜本見直しについて「分割方式」（前期
合格発表後に後期試験を実施）を導入する方向で内部討議を行うことが決定した。１１月の国
立大学協会総会では現行手直しと分離・分割の２本立てとすることで合意し、翌年２月に
正式決定した。なお、こうした全国的な合意とは別に、１９８７年１１月に開かれた九州地区１５
国立大学の入試問題連絡会では、１９８９年度の入試は、九州では現行の連続方式の一部を手
直しすることに決まり、本学では１９８９年度・１９９０年度の入試についても、従来どおり全学
部・学科とも連続方式B日程での入試を行った。
　一方、二段階選抜による門前払い等が世間の不評を買ったことを受け、大学側には入試
をはじめとするさまざまな事柄について、受験生への情報開示が求められるようになっ
た。１９８７（昭和６２）年８月、文部省は国立大学の研究内容や卒業生の就職先等をデータベー
ス化して受験生などに提供する「進学指導に関するデータベースシステム事業」を開始し、
進学希望者が受験校を判断する材料の１つとなる大学の情報が開示された。１９８８（昭和６３）
年度入試からは、文部省が国公立大二次出願に関するテレホンサービスの実施状況をまと
めて公表するようになり、受験生は各大学の出願状況等を知ることができるようになっ
た。本学もテレホンサービスを導入し、１９８８年４月１日から５日まで欠員補充２次募集の
サービスを行った。また同年１０月には大学入試センターが、キャプテンシステムを利用し
てセンターと高校の端末を結び、進学情報を流すサービスを開始した。そのほかにも各大
学で受験生を呼び込むためのさまざまな取り組みが行われており、本学では、１９８８年９月
に熊本大学紹介用ビデオ制作委員会を設置して受験生に向けたビデオの制作を開始し、「森
の都のキャンパスライフ」と題したビデオが１９９０（平成２）年に完成した。また、１９８８年か
ら一部の学部で研究室公開及び学部説明会を開始した。
　これらの大学入試改革の時期は、ちょうど第２次ベビーブーム世代が大学への進学を果
たす時期と重なっており、１９８６（昭和６１）年から１９９２（平成４）年までは全国の大学で、ベ
ビーブームへの対策として定員増募の措置がとられた。１９８６年までは定員を下回り続けて
いた入学者数も、こうした大学・文部省等による学生確保のためのさまざまな努力と１８歳
人口急増の影響もあり、同年以降は現在に至るまで、定員を上回る入学者数を保ってい
る。こうして大学進学者数や大学の定員が増大していく中にあって、より有効で新たな入
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試方法の途が探られることとなった。

５　大学入試センター試験の開始と入試の多様化
　１９８０年代には、共通一次の改善と並行して、試験制度そのものの見直しが検討された。
１９８４（昭和５９）年２月、中曽根康弘首相は国会の施政方針演説において、内閣総理大臣の
諮問に応じ教育改革について調査審議する機関を３年間設けることを表明した１５。これに
より、８月に臨時教育審議会が設置され、その下に置かれた「二十一世紀を展望した教育
の在り方」（第一部会）、「社会の教育諸機能の活性化」（第二部会）、「初等中等教育の改革」（第
三部会）、「高等教育の改革」（第四部会）の４つの部会で審議が進められた。
　前項で記したように、このとき国立大学協会では入試改善特別委員会を設け、共通一次
試験の科目削減や受験機会の複数化等を盛り込んだ改革案をまとめている最中であった。
１９８５（昭和６０）年５月３０日に、国立大学協会による入試改革案に対するアンケート調査の
結果概要がまとめられ、同年６月２０には、共通一次試験の試験科目数を５教科に削減する
ことや受験教科の選択を各大学の決定に委ねること等を盛り込んだ国立大学協会入試改革
案が決定した。ところが、わずか１週間後の６月２６日に臨時教育審議会が提出した共通一
次に関する第１次答申を受け、翌２７日、中曽根首相は共通一次の廃止を表明した。７月３
日には、共通一次を廃止し１９８７（昭和６２）年４月入学者から新しい試験制度を開始する方
針が官房長官から明らかにされた。１９８４（昭和５９）年に設置された臨時教育審議会はその
後も各部会での審議を続け、１９８７年８月に最終答申を提出して活動を終了した。以後はこ
れに代わり、中曽根首相を本部長とする教育改革推進本部が設置されることとなった。
　１９８５（昭和６０）年７月、共通一次廃止の意向を受けた文部省は、それに代わる新共通テ
ストの具体的な実施方法等の検討のため大学入試改革協議会を発足させた。１０月に開かれ
た第２回教育改革推進閣僚会議では、臨時教育審議会によって打ち出されたこれまでの共
通一次に代わる国公私立大が参加可能な「共通テスト」構想の１９８９（平成元）年度からの実
施を目指す旨が了承される。ただし、この新しい共通テストの１９８９年度からの実施につい
ては、諸般の事情により難しいと判断され、１９９０（平成２）年度からの導入が目指された。
　これらの意向を受け、大学入試センターでも新テスト案の検討が重ねられた。１９８７（昭
和６２）年３月、新テストの最終案が大学入試センター評議委員会と運営協議委員会におい
て決定し、１９８８（昭和６３）年６月には、国立大学協会が「新テスト」への参加を決めた。同
年７月に新テストの名称が「大学入試センター試験」と正式に決まり、１９８９（平成元）年１
月には、いよいよ最後となる共通一次試験が実施された。
　共通一次廃止・新テスト構想が展開されていたこの時期、生涯学習・生涯教育について
も臨時教育審議会答申が発表され、教育・学習の振興を充実・発展させるために、大学に
対して社会人入学などの門戸開放等が求められた。そのほかにも、多様な学生を求め、帰
国子女に対する特別措置・入試を実施することなど多様なアプローチにより入試改革が進
められた。
　遡ること１９８１（昭和５６）年９月、文部省は社会人に国立大学の門戸を開放するため、入
試方法や入学後の教育内容を社会人向けに改善する方法を決めていた。また、翌1982（昭
和57）年３月には京都大学法学部が海外帰国生徒のための特別入試を行い、４月１日から
は大学設置基準が一部改正されて大学と短大の間での単位互換や海外帰国子女が外国語の
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一部について履修読み替えができるようになるなど、各種の施策や制度が整備・実施され
ていった。あわせて同年４月施行の新学習指導要領により、１９８５（昭和６０）年度以降の共
通一次試験に「簿記」「工業数理」が専門科目として新設され、更に１９８３（昭和５８）年１月、
帰国子女や社会人については、１９８５年度から国公立大学入試の共通一次試験を免除する旨
が盛り込まれた入試実施要領が全国の大学に通知されるなど、大学の門戸を広げるために
共通一次のあり方が見直された。そのほか１９８４（昭和５９）年に大学制度の弾力化のため、
短大・高等専門学校卒業生などの４年制大学への編入学枠の抜本的拡大の方針が固まる
と、１９８５年には大学基準協会が大学の編入学や単位互換に新基準を設定することや推薦入
学生の大幅導入などを盛り込んだ研究報告書を文部大臣に提出するなど、どのようにして
多様な学生を受け入れていくのかについて、入試制度の見直しが次々と行われた。
　第１回大学入試センター試験は、このような高等教育に対する時代のニーズを大きく反
映したものとして、１９９０（平成２）年１月に実施された。センター試験は、共通一次のよ
うに国公立大学だけが参加するのではなく、私立大学入試にも利用することができた。ま
た、それまでの５教科５科目から５教科８科目となり１６、更に２教科以下と３教科以上の
２種類の志願制度が新しく設けられるなど、志望する大学が課す科目によって試験形態を
選択できるようになった。
　初のセンター試験では、共通試験としてはそれまでで最多の４３万５４２名が受験するな
ど、学生数の上でもこれまでにない大きな変化が見られたが、これは、センター試験が導
入された１９９０（平成２）年当時は、第２次ベビーブーム世代の大学入学と時期が重なってい
たためである１７。これに対応するため、各大学は１９９０年代半ばまでは臨時増募を行ってお
り、本学でも、１９８５（昭和６０）年当時１，６１０名であった定員が、１９９２（平成４）年には１，８００名
まで増加している。
　しかし、１９９２（平成４）年に第２次ベビーブーム世代の進学ラッシュが終息して以降は
一転して１８歳世代の人口が減少したため、各大学が臨時増募の枠を廃止し、３５年ぶりに定
員減に転じた。しかしその一方では、大学への進学率が５０％を超えるという大学のユニ
バーサル化の時代にも突入していた。臨時増募分の定員は徐々に減らされつつあったもの
の、すべてが臨時増募枠を設ける前の水準には戻ったわけではなく、総体としての大学
数・定員数は増加傾向にあった。こうした中で次第に、私立大学・短期大学を中心に定員
割れが深刻化していった。
　既に共通一次試験導入数年後には、大学を偏差値によって「輪切り」することが行われ
るようになり、これに伴い、受験生のほとんどが無謀な冒険をやめて「入りたい大学」よ
りも「入れる大学」へと安全な選択を行うようになっていったこと、高校側の進路指導も
偏差値による「輪切り」に基づくものが一般化していったことが問題視されていた。セン
ター試験への移行後は更にその傾向が強まり、加えて１８歳人口の減少やバブルの崩壊によ
り大学を受験する学生が激減したため、各大学は学生数の確保に必死になった。センター
試験以後に導入された受験科目の弾力化は、多くの大学で入試科目が軽減されたことで幅
広い学生の募集を可能にした一方で、入試に不必要な科目を「切り捨てる」傾向を生み出
し、結果として大学の授業の理解に必要な科目を学んでいない学生が増加するなど、高等
教育の現場へ歪みをもたらした。更に、バブル崩壊後の不況が教育を直撃し、「将来どん
な職業に就くのか」を描くことを先送りして受験勉強を続けて学習の動機づけを失ってし
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まった結果、大学卒業者が社会にあふれかえり、しかし就職はままならないという状況か
ら、学生・生徒の中に「勉強すること」への意味を見出せない者も出てきたことが指摘さ
れた１８。
　このように高等教育の枠を広げていく一方、人口減少に伴う高等教育のあり方を見直し
ていかねばならないという時代の趨勢のもと、１９９０年代末には中央教育審議会が高等教育
と大学教育の連携についての検討を進めた。そして、１９９９（平成１１）年１１月には大学側に、
「求める学生像」（アドミッション・ポリシー）を明示すること、その方針に従い適正な大学
入試の科目を設定すること、従来の「大学側の一方的な選抜」を改めて「大学と学生の相
互選択」へと転換すること、高校教員が大学で補習授業を行うこと等を提言するに至っ
た。この時期は、医師過剰のため医学部の定員調整（１９９８年～）、教員養成学部の定員減・
ゼロ免課程の設置（１９９９年～）が相次いで行われた時期でもあり、全国的に定員の適正化
を図り、高等教育とはなにか、高等教育の質をどのように保証していくかということが改
めて議論された。
　ここで、こうした流れを踏まえて、１９９０（平成２）年のセンター試験導入後の本学の傾
向を概観したい。初の個別学力検査の願書受付の結果は、入学志願者が大方の学部で増加
の傾向にあり、全体としては１，７９９名増となった。これは、共通一次の末期から他大学で
は連続方式A日程と分離・分割方式を導入するようになったが、本学では二次試験を共通
一次時同様B日程で行うこととしたため、他大学と併願する受験生が集中したからであ
る。１９９１（平成３）年度入試からは、教育学部と理学部を除き、全学的に分離・分割方式
を導入した。これにより前年度は大幅に増加した志願者数が約１，５００名減り、６，０００名台に
落ち着いた。こうした当該年度の入試状況に対し、当時の学生部長は「分離・分割方式の
導入は結果的に他大学への流出を防ぐことになり、九州地区の他大学に定員割れを生じた
ところがあった状況の中で、本学を志望する学生を十分に確保することができましたの
で、それなりの評価をしても良いと考えています」とコメントした。センター試験導入後
にさまざまな日程・科目・方式による二次試験が行われた結果、各大学が学生をどのよう
に確保するかに苦慮した様子が窺える。なお、１９９１年以後も、本学では教育学部のみ分
離・分割方式の導入を見送っており、引き続き推薦・連続方式A日程の２本立てで入試を
行った。しかし、１９９３（平成５）年１１月１７日に国立大学協会が「国立大学の入学者選抜に
おける現行の『連続方式』と『分離分割方式』の統合について」と題する通達を出し、入
学者選抜方法にいくつかの問題点があるため、１９９７（平成９）年度から全大学・学部で「分
離・分割方式」に移行するとの方針を打ち出したことから、本学教育学部においても連続
方式A日程での試験は１９９６（平成８）年度までとし、翌年からは他学部同様、分離・分割方
式へと移行した。
　そのほかにも、センター試験導入により、いくつかの大きな変化が見られた。
　まず１つ目として、二段階選抜（足切り）の廃止が挙げられる。１９８７（昭和６２）年に連続
方式が導入されて以降、他大学との併願による受験人数激増が問題になり行われていた二
段階選抜であるが、センター試験移行後は多くの大学で分離・分割方式が導入されたこと
もあり、全国的に志願者の重複や辞退者が減少した。そのため１９９０（平成２）年以降は、
本学でも二段階選抜が行われなくなっており、募集要項からもその文言は姿を消してい
る。ただし、近年は一部の学部・学科で二段階選抜が復活しており、２０００（平成１２）年頃
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から薬学部で、２００９（平成２１）年からは医学部医学科で、一定人数に達した場合のみ二段
階選抜を行うこととなっている。
　２つ目の変化として、より大学の独自性が打ち出された選抜試験の実施が挙げられる。
センター試験実施に伴い、各大学ではこれを弾力的に利用する「アラカルト方式」（各大
学がその大学・学部に必要な教科・科目を自由に指定できる）の導入を進めた。１９９０（平成２）
年から本学法学部では、一次試験であるセンター試験の科目を従来の国語・社会・数学・
理科・外国語の５科目とするA方式（定員２６０名のうち２００名）と、センター試験の科目を国語・
社会・外国語の文系３科目とするB方式（定員２６０名のうち６０名）の２つの方式での試験を行っ
た。これにより、法学部B方式に志願する者が７８７名（倍率１３．１%）となり、法学部全体では
この年に大学全体で増加した分の約４５％を占める８０９名の増加となった。アラカルト方式
の導入により、理数系を不得手とする学生層の受験が殺到したといえよう。翌年には受験
生の数は減ったもののB方式への志願者倍率は依然高い水準を保ち、以後１９９８（平成１０）年
度入試まで続けられた。
　３つ目の変化としては、二次試験科目の更なる弾力化が挙げられる。これにより、他大
学との差異化が図られた。例えば、文学部では二次試験科目として国語・外国語・小論文
の３つを課したが、同時期の九州大学文学部では理系科目が二次試験で課されており、理
系科目は不得手であるが文系科目については比較的点数が取れている文学部で学ぶ意欲が
高い層の獲得につながったといえる。そのほかでの学部でも、特徴を持たせるための二次
試験科目の工夫を凝らしており、教育学部は、１９９０（平成２）年度入試から、二次試験で
の国語をなくし英語と数学の２教科のみを課すこととなった。また理学部では、連続方式
と分離・分割方式の併用へ移行した１９９１（平成３）年度の後期試験から、得点はセンター
試験のみで判定し、得点外として面接・小論文を課すという方式を導入した。これ以後、
他学部でも順次面接試験が用いられるようになった。なお、小論文試験については、既に
共通一次試験導入時から文学部の二次試験に採用されてきたが、分離・分割方式導入以後
は、主に二次試験後期日程において、一部の学科を除くほぼ全学部で採用されるように
なった。
　変化の４つ目は、推薦試験の増加である。既に共通一次試験の時代に教育学部・理学部・
工学部で推薦入試（共通一次を課し二次試験を免除）が採用されていたが、１９９０（平成２）年
度入試からは、従来の３学部に加え医学部がセンター試験を課す推薦入試を導入するよう
になった。また１９９２（平成４）年度からは、薬学部がセンター試験を課さず、小論文等独
自の試験による推薦入試枠を設けるようになった。なお、センター試験を課さない推薦入
試は、２０００（平成１２）年度から法学部と教育学部で、２００２（平成１４）年度から文学部でも実
施するようになった。
　また、英語のリスニングテストの二次試験への導入は、センター試験開始以後の本学の
特徴の１つである。リスニングテストは、１９９７（平成９）年度入学者選抜から文学部・理
学部生物科学科・医学部で開始された。翌年には教育学部・法学部・工学部でも取り入れ
られ、これにより、二次試験で外国語（英語）を課すすべての学部・学科でリスニングテ
ストが行われることとなった。既に１９８２（昭和５７）年には、大学入試センターの試験に聞
き取りテストを入れるか否かの検討委員会が設置されていたが、検討の結果導入を見送っ
たという経緯があった。それ以後に大学として英語の試験を課すすべての学部においてこ
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のテストを実施したのは東京大学のみであり１９、多くの大学では、英語を専攻しようとす
る学生を対象とする入学試験でのみリスニングテストを課している状況であった。本学が
このテストを導入した理由は、入学試験に音声テストを取り入れることが英語での会話力
を増進させるのに効果的であると考えたためであった。導入そのものは１９９１（平成３）年
に熊本大学英語部会で合意しており、翌年５月までに各部局・入試専門委員会・入試管理
委員会で了承された。その後、英語聴解力テスト実施検討委員会が組織され、１９９５（平成
７）年度から１９９６（平成８）年度にかけて試験会場となる教室の工事を行い、ようやく１９９７
年（平成９）２月の試験から導入されるに至った２０。試験実施後も、他大学がリスニングテ
ストを導入する際のモデルとなるべく追跡調査を行うとともに、日本の大学生の大学入学
時の英語能力のレベル計測に役立てられた。ただし、２００６（平成１８）年度入試から大学入
試センター試験の「英語」科目でリスニングが導入されたこともあり、本学では２００７（平
成９）年度の二次試験からリスニングテストを廃止した。
　こうした主に高校生を対象とする入学者選抜試験の改善だけでなく、１９８０年代に臨時教
育審議会で審議された大学への社会人入学等についても、順次対応が図られた。本学で
は、学部入試では導入されなかったものの、医療技術短期大学部の衛生技術学科で１９９３
（平成５）年度から社会人入試が行われた。続いて１９９５（平成７）年度からは医療技術短期
大学部看護学科がこれに加わり、これが改組された後の医学部保健学科においても、社会
人入試が継続して行われている。また、学校教育法の改正により、１９９９（平成１１）年から
中等教育学校卒業者が大学入学資格者となり、同じく中等教育学校卒業者が選科生として
入学可能となって、専修学校の専門課程修了者の大学への編入学が可能となったことか
ら、本学でも学生の受け入れを開始した。
　共通一次以降、各学部で学部説明会が開催されるようになったが、前述のとおり、セン
ター試験導入後は、アラカルト方式の採用や二次試験でのさまざまな工夫が行われるな
ど、大学の特色が出るような試験が行われた。こうしたことから、多くの受験生が志願す
る大学となるよう、更なる取り組みが行われるようになった。１９９０（平成２）年に完成し
た本学の紹介ビデオ「森の都のキャンパスライフ」は１９９３（平成５）年に改訂されたが、同
年、医学部も独自のビデオを作製した。ビデオは、医学教育の特殊性や６年一貫教育と実
験実習について受験生にわかりやすく説明するために制作され、高校からの学内見学の際
に上映したほか、高校や関係機関に貸与して本学の紹介のために積極的に活用するよう依
頼するなど情報発信に努めた。
　一方、時代の変化に伴い、受験情報の発信・取得の方法も変化した。かつて受験生は『螢
雪時代』のような受験雑誌あるいは国公立大学のガイドブックや入試問題集を中心に大学
の詳しい情報を得ていたが、大学自身からも情報の発信が求められるようになり、本学で
は、高校生と保護者を対象とする冊子『熊本大学案内』の刊行を１９９６（平成８）年から開始
した。刊行当初は、各学部の紹介等がシンプルに記されただけの冊子であったが、１９９８
（平成１０）年度版２１からは、大学のホームページや学生部入試課のメールアドレスを記載す
るなど、従来になかった情報発信・問合わせ先についてのアナウンスを行うようになっ
た。２０００（平成１２）年度版からは内容を一新し、従来の学部紹介を主軸としながらも、先
輩学生・教員・卒業生からのメッセージやキャンパスライフの様子など、熊本大学からの
受験生へのメッセージを、多くの学内の写真を交えながら紹介したものとなった。また、
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キャンパスの様子やキャンパス周辺のスポット等をイラストで描いた「熊本大学MAP」
を冊子に織り込み、大学内のことだけでなく、キャンパス周辺がどのような環境や雰囲気
であるのかも紹介した。２００３（平成１５）年度版からは冊子の名称を『がんばれ受験生』に変
え、受験生向けの読み物としての充実を図るとともに、高校生からの質問をもとに編集し
た『熊本大学Q＆A』と題する別冊も作成した。こうした冊子には、本学ではどのような
資格が取得できるのか、卒業生はどのような企業に就職しているのか、キャリア支援体制
はどのようになっているのかといったページも設けられており、入学前から自分のキャリ
アデザインを思い描きながら大学を選択できるよう工夫されるなど、志願者に対する大学
情報の開示は年々強化されている。
　志願者を対象とするこうしたビデオや案内冊子は、各学部で行われていた学部説明会や
研究室公開で上映・配付された。学部説明会そのものは共通一次時代から既に一部の学部・
学科で実施されてきたが、１９９４（平成６）年に医学部が学部説明会に参加するようになり、
ようやく全学的な行事へと変わっていった。志願者向けの説明会は年々充実し、特に、大
学が法人化した２００４（平成１６）年からは説明会の名称を「オープンキャンパス」と改め、赤
門ほか４ヶ所でキャンパスの地図が掲載されたリーフレットの配布を始めた。従来は、教
員を中心として大学・学部の概要を説明し学内を簡単に見学して回る程度であったが、
オープンキャンパスとしてイベント化した後は、大学・学部の概要説明に加え、模擬授業
の開講や学生ボランティアによるキャンパス案内を行うなど、参加者が大学生活というも
のに直接触れ、「先輩」である大学生との交流が持てるといった体験型のものに改められ
た。現在では本学の夏の一大イベントとなってきており、オープンキャンパスをきっかけ
に本学を志願したという学生も少なくない。そのほか、近年は各地で開催される進学説明
会に参加しており、各会場の資料配布コーナーで『熊本大学案内』を配布し、相談ブース
では入試担当者が生徒や保護者の質問に答えるなど、積極的に学外でのアピールにも努め
ている。また、高校向けの「出前授業」を行っている。これは、大学の授業の雰囲気や日
頃の授業では体験できない専門的内容の講義を届けるための取り組みであり、出前授業を
体験してもらうことによって、生徒たちに専門的な分野の内容や大学そのものに興味を
もってもらおうと、熊本県内外各高等学校に出張して精力的に開催している２２。

写真２　『熊本大学案内』（左より１９９７年、２００３年、２０１０年）
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　以上のようなイベントを中心
とした学生募集のほかにも、入
学者選抜に関する実施要項や学
生募集の概要及び出願状況・追
加合格の実施状況についてのテ
レホンサービスや、大学入試セ
ンターのハートシステムを利用
した入試情報公開２３、大学の
ホームページでの入試や大学情
報の公開・発信も毎年度７月頃
から行っている。大学のホーム

ページは１９９７（平成９）年度に立ち上がったが、これを受け、１９９８（平成１０）年頃から入試
に関する情報の公開を始めた。また、携帯電話の普及を受け、２００５（平成１７）年からは携
帯電話専用のホームページも作成して入試に関するさまざまな情報を提供しているほか、
メールマガジンの送付も行っている。更に、２００１（平成１３）年から発行している広報誌『熊
大通信』を高等学校等にも配付し、教育・研究の現状を定期的に発信している。なお、近
年の急速なインターネットの発達・普及を受け、共通一次試験末年の１９８９（平成元）年に
開始した出願情報のテレホンサービスは２００４（平成１６）年に廃止された。出願情報につい
ては、２００３（平成１５）年からウェブサイト上での情報提供に移行している。
　入学試験の合格者発表も、従来は学生部前の掲示版での発表と合格者本人あての通知で
行っていたが、２０００（平成１２）年度入試からは、先に運用を開始した入試情報システム
（COMET）にサブシステムを開発し、志願者への情報提供サービスの一環としてインター
ネットによる合否速報サービスを開始した。２０１３（平成２５）年度現在では掲示版・本人通知・
ウェブサイト掲載の３本立てとなっている。なお、以前は郵便局のサービスとしてレタッ
クス（電子郵便）による合格者番号通知も行っていたが、これは２００７（平成１９）年に廃止さ
れた。
　このようなホームページの活用は、ただ単に大学側が一方的に情報を流すのではなく、
２００１（平成１３）年の情報公開法の施行とも連動しており、入学選抜試験受験者等が自ら情
報を入手する手段としても活用できるようになっている。法律の施行を見越し、本学では
既に２０００（平成１２）年前後から入学者に関する情報公開方針を入試管理委員会や各学部入
試委員会において検討してきた。その結果、薬学部では独自のホームページで実施要項や
募集要項などの情報を公開するようになり、また、工学部では、２０００年度の入試結果以降
の情報については学部の判断で公開の可否を定めるなど、学部間での差はあるものの、全
体として入試情報の開示が進んでいった。全学的な取り組みとしては、２００２（平成１４）年
に入試個人情報の郵送による開示請求の受理に関する取り組み推進のため、成績開示請求
の郵送による受け付け及び特別選抜の成績開示についての斡旋がなされた。２００３（平成１５）
年には規則が改正され入学願書にも成績開示請求等について記載されることとなり、特別
選抜のうち推薦入学及び社会人特別選抜を成績開示の対象とし、受験者からの問合わせに
応じて情報を開示している。
　そのほかにも、センター試験導入後に、受験時あるいは入学後に学生の受験理由につい

写真３　オープンキャンパスの様子（２００７年　法学部）
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ての調査が行われるようになった。入学者についての調査・統計については既に開学当初
から行われており、１９６０年代には学生部学生課が『熊本大学入学志願者数・合格者数等調』
と題する冊子を発行していた。ここでは志願者・合格者の卒業年次分布や得点分布、出身
高校、教科別成績など試験受験結果を基にした統計結果が記されているのみであったが、
共通一次試験導入後は、入学者選抜方法研究委員会による『入学試験に関する統計的調査』
が刊行され、共通一次試験と二次試験との相関関係を調査するなど、より調査内容が充実
していった。そしてセンター試験導入後は、本学志願者の併願大学を学部別に掲載するな
ど、従来の試験結果のみならず、志願者への調査も行われるようになった。また、１９９４
（平成６）年に大学として初めて総合的かつ大規模な学生生活実態調査を開始し、入学者を
対象に、受験理由や志望順位など本学への受験動機に関する調査が行われた。この結果に
ついては『第１回学生生活実態調査報告書』としてまとめられた。以後は２、３年おきに
継続的に調査を実施しており、２０１０（平成２２）年度には７回目の調査を行って報告書を刊
行した。近年は、当初には見られなかったアドミッション・ポリシーに関する設問が設け
られており、試験実施前に大学情報がどの程度受験者に伝わっているかについて大学側が
大きな関心を寄せていることが窺える。
　

　第２節　数値から見る熊本大学の入学選抜試験

　本学の入学者選抜試験は、国立大学という性格から、基本的には文部省・文部科学省や
国立大学協会等の方針をほぼそのとおり実行している。本学を受験する学生は、試験制度
の影響をダイレクトに受けており、このことは受験傾向に如実に表れている。ここでは、
前節までに扱ったような、政策の中における熊本大学の位置を確認するのではなく、定
員・志願者・入学者の推移から、本学を取り巻く入試の状況について見ていく。
　まずは、制度上の変化が試験にどのような影響をもたらしたのかを、開学から60年の間
に本学が実施（採用）してきた試験の変遷をまとめた表１を見てみたい。
　これまで述べてきたように、１９７９（昭和５４）年に共通一次試験が開始される以前にも進
学適性検査や能研テスト等が実施されてはいたものの、基本的には、個別学力試験を中心
とした選抜が行われていた（ただし、教育学部の一部の学科においては１９５４年から実技が導入
されている）。１９５４（昭和２９）年の実技はただの参考として試験の得点外に扱われたが、翌
年以降は得点科目として課されるようになった。特徴的な試験としては、一時行われた
「マルA」の制度（合格ボーダーラインの学生が複数名存在する場合、内申書にAが記された生徒
を優先するという推薦制度の一種）が挙げられる。これは、１９６０年代に文部省が内申書重視
の方針を出したことを受け採用されたもので、１９６６（昭和４１）年から１９７３（昭和５４）年にか
けて医学部と薬学部で導入された。
　共通一次試験がスタートした１９７９（昭和５４）年からは、試験のあり方が多様化したこと
がわかる。基礎学力は既に考査し終えていることから、個別の学力を見るための二次試験
ではより個性的な試験を行えるようになり、文学部では小論文のみによる試験を実施し
た。また、工学部では共通一次試験は基礎学力を見る指標とし、その結果をもって二次試
験を免除するという推薦入試を開始した２４。次いで１９８５（昭和６０）年度からは理学部で、
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１９８７（昭和６２）年度からは教育学部で、同様の推薦入試を採用するようになった。ただし、
こうした推薦入試は、学部として採用するというよりは一部の学科で行うという傾向が強
かったようである。
　更に、１９８６（昭和６１）年には、理学部地学科（後の地球科学科）で、入学定員の一部をあら
かじめ留保し「定められた時点までにいずれの国公立大学にも合格していない者又は出願
していないもの、及び国公立大学に合格したがいずれの大学にも出願を行っていない者」
を対象とした２次募集が開始された。２次募集の定員は、当初は地学科定員２０名のうちの
５名としていたが、１９８８（昭和６３）年に定員が２５名に増員されることになり、２次募集の
枠が１０名に増員された。この入試は、後期選抜試験の後に願書を提出することになってい
たため多くの受験者が殺到し、個性ある優秀な入学者を得る機能を果たしていた。しか
し、１９９６（平成８）年には全国的に見ても本学理学部地球科学科と他大学１校が実施して
いるのみとなり、国立大学協会の勧告によって、翌年度入試から廃止となった２５。
　そのほかにも、１９８０年代により多様な学生が求められるようになると、１９８３（昭和５８）
年度入試からは工学部で私費留学生を対象とする入試制度が設けられ、その後各学部でも
順次でも行われるようになった。また、１９８３（昭和５８）年１月には、帰国子女や社会人に
ついて１９８５（昭和６０）年度から国公立大学入試や共通一次試験を免除するようにとの実施
要項が通知され、本学では１９８４（昭和５９）年度から帰国子女を対象とした入試を開始した。
これも当初は工学部のみの実施であったが、１９９５（平成７）年度入試からは法学部でも行
うようになった。
　１９９０（平成２）年にセンター試験が開始されると、推薦入試を採用する学部が増加した。
センター試験開始と同時に、医学部ではセンター試験を課し二次試験は面接のみという試
験を開始した。翌年からは、薬学部でセンター試験を利用しない書類選抜・小論文・面接
による試験を開始した。こうしたセンター試験を課さない試験は１９９９（平成１１）年度から
導入されている。そのほか２０００（平成１２）年度からは法学部で、２００２（平成１４）年度からは
文学部で推薦入試が開始されており、これをもって全学部で推薦入試が実施されることと
なった。ただし、一部の学科では推薦入試はそぐわないとして採用していないところもあ
る。また、センター試験導入後の傾向としては、本学でも大多数の学部で分離・分割方式
を採用したこともあり、後期試験は小論文のみとする学部がほとんどとなった。なお、制
度上２００６（平成１８）年からは、後期試験の定員をAO入試や推薦入試へ振り分けることを条
件に前期日程への試験の一本化が可能となっているが、２０１３（平成２５）年度現在でも本学
ではこうした方式は採用しておらず、従来どおり前期日程・後期日程での入試を行ってい
る。近年の入試は、大きく一般入試と特別入試とに分かれている。前者は、分離・分割方
式によるもので、前期日程・後期日程に分かれている。一方後者は、推薦入試Ⅰ（大学入
試センター試験を課さない）・推薦入試Ⅱ（大学入試センター試験を課す）・理数大好き入試（大
学入試センター試験を課さない）の３つの推薦入試と、帰国子女入試及び社会人入試からな
る２６。
　次に表２～１２より、本学の学部定員・志願者数・入学者数の推移について見ていきたい。
表２－１は定員と実際の入学者数の推移を示したもので、これに志願者数の推移を加えた
ものが表２－２である。表３から表１２までは、表２で示した定員・志願者数・入学者数の
推移について学部別に示したものである。なお、部局個別の事情等による定員・志願者・
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実施年度 一般選抜
個別学力試験 内申書（マルＡ） 共通一次課す 二次（一本化時代） 連続方式 分離分割方式 二段階選抜 実技 面接 小論文 高等専門校卒業生 ＡＯ

１９４９（昭和２４年） ○ × × ×
１９５０（昭和２５年） ○ × × ×
１９５１（昭和２６年） ○ × × ×
１９５２（昭和２７年） ○ × × ×
１９５３（昭和２８年） ○ × × ×
１９５４（昭和２９年） ○ △（教・参考） × ×
１９５５（昭和３０年） ○
１９５６（昭和３１年） ○ ○（教） × ×
１９５７（昭和３２年） ○ ○（教） × ×
１９５８（昭和３３年） ○ ○（教） × ×
１９５９（昭和３４年） ○ ○（教） × ×
１９６０（昭和３５年） ○ ○（教） × ×
１９６１（昭和３６年） ○ ○（教） × ×
１９６２（昭和３７年） ○ ○（教） × ×
１９６３（昭和３８年） ○ ○（教） × ×
１９６４（昭和３９年） ○ ○（教） × ×
１９６５（昭和４０年） ○ ○（教） × ×
１９６６（昭和４１年） ○ ○（医・薬） ○（教） × ×
１９６７（昭和４２年） ○ ○（医・薬） ○（教） × ×
１９６８（昭和４３年） ○ ○（医・薬） ○（教） × ×
１９６９（昭和４４年） ○ ○（医・薬） ○（教） × ×
１９７０（昭和４５年） ○ ○（医・薬） ○（教） × ×
１９７１（昭和４６年） ○ ○（医・薬） ○（教） × ×
１９７２（昭和４７年） ○ ○（医・薬） ○（教） × ×
１９７３（昭和４８年） ○ ○（医） ○（教） × ×
１９７４（昭和４９年） ○ × ○（教） × ×
１９７５（昭和５０年） ○ × ○（教） × ×
１９７６（昭和５１年） ○ × ○（教） × ×
１９７７（昭和５２年） ○ × ○（教） × ×
１９７８（昭和５３年） ○ × ○（教） × ×
１９７９（昭和５４年） ○ × ○ ○ × ○（教） × ○（文）
１９８０（昭和５５年） ○ × ○ ○ × ○（教） × ○（文）
１９８１（昭和５６年） ○ × ○ ○ × ○（教） × ○（文）
１９８２（昭和５７年） ○ × ○ ○ × ○（教） × ○（文）
１９８３（昭和５８年） ○ × ○ ○ × ○（教） × ○（文）
１９８４（昭和５９年） ○ × ○ ○ × ○（教） × ○（文）
１９８５（昭和６０年） ○ × ○ ○ × ○（教） × ○（文）
１９８６（昭和６１年） ○ × ○ ○ × ○（教） × ○（文）
１９８７（昭和６２年） ○ × ○ ○（Ｂ） × ○（教） × ○（文）
１９８８（昭和６３年） ○ × ○ ○（Ｂ） × ○（教） × ○（文）
１９８９（平成元年） ○ × ○ ○（Ｂ） × × ○（教） × ○（文）
１９９０（平成２年） ○ ○（Ｂ） × × ○（教） × ○（文）
１９９１（平成３年） ○ ○（Ａ→教・理） ○（教以外） × ○（教） ○（理） ○（全）
１９９２（平成４年） ○ ○（Ａ→教・理） ○（教以外） × ○（教） ○（理） ○（全）
１９９３（平成５年） ○ ○（Ａ→教・理） ○（教以外） × ○（教） ○（理） ○（全）
１９９４（平成６年） ○ ○（Ａ→教・理） ○（教以外） × ○（教） ○（理） ○（全）
１９９５（平成７年） ○ ○（Ａ→教） ○（教以外） × ○（教） ○（理） ○（全）
１９９６（平成８年） ○ ○（Ａ→教） ○（教以外） × ○（教） ○（理・工） ○（全）
１９９７（平成９年） ○ ○ × ○（教） ○（数・理・薬・工） ○（全） ×
１９９８（平成１０年） ○ ○ × ○（教） ○（数・理・薬・工） ○（全） ×
１９９９（平成１１年） ○ ○ × ○（教） ○（数・理・薬・工） ○（全） ×
２０００（平成１２年） ○ ○ ○（薬） ○（教） ○（教・理・薬・工） ○（全） ×
２００１（平成１３年） ○ ○ ○（薬） ○（教） ○（教・理・薬・工） ○（全） ×
２００２（平成１４年） ○ ○ ○（薬） ○（教） ○（教・理・薬・工） ○（全） × ×
２００３（平成１５年） ○ ○ ○（薬） ○（教） ○（教・理・薬・工） ○（全） × ×
２００４（平成１６年） ○ ○ ○（薬） ○（教） ○（教・医・薬・工） ○（理以外） × ×
２００５（平成１７年） ○ ○ ○（薬） ○（教） ○（教・医・薬・工） ○（理以外） × ×
２００６（平成１８年） ○ ○ ○（薬） ○（教） ○（教・医・薬・工） ○（教・理以外） × ×
２００７（平成１９年） ○ ○ ○（薬） ○（教） ○（教・医・薬・工） ○（教・理以外） × ×
２００８（平成２０年） ○ ○ ○（薬） ○（教） ○（教・医・薬・工） ○（教・理以外） × ×
２００９（平成２１年） ○ ○ ○（医・薬） ○（教） ○（教・医・薬・工） ○（教・理以外） × ×
２０１０（平成２２年） ○ ○ ○（医・薬） ○（教） ○（教・医・薬・工） ○（教・理以外） × ×
２０１１（平成２３年） ○ ○ ○（医・薬） ○（教） ○（教・医・薬・工） ○（教・理以外） × ×

表１　入学試験実施状況

1955（昭和30）年については、資料不足のため詳細不明
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推薦入試 定員留保
二次募集

私費留学生 帰国子女 社会人選抜 実施年度
２次免除．／共通一次課す ２次・共通一次免除 センター課す センター課さない 実技 面接 小論文 ＡＯ その他

１９４９（昭和２４年）
１９５０（昭和２５年）
１９５１（昭和２６年）
１９５２（昭和２７年）
１９５３（昭和２８年）
１９５４（昭和２９年）
１９５５（昭和３０年）
１９５６（昭和３１年）
１９５７（昭和３２年）
１９５８（昭和３３年）
１９５９（昭和３４年）
１９６０（昭和３５年）
１９６１（昭和３６年）
１９６２（昭和３７年）
１９６３（昭和３８年）
１９６４（昭和３９年）
１９６５（昭和４０年）
１９６６（昭和４１年）
１９６７（昭和４２年）
１９６８（昭和４３年）
１９６９（昭和４４年）
１９７０（昭和４５年）
１９７１（昭和４６年）
１９７２（昭和４７年）
１９７３（昭和４８年）
１９７４（昭和４９年）
１９７５（昭和５０年）
１９７６（昭和５１年）
１９７７（昭和５２年）

○（工・一般） １９７８（昭和５３年）
○（工） × × × × × × × × × １９７９（昭和５４年）
○（工） × × × × × × × × × １９８０（昭和５５年）
○（工） × × × × × × × × × １９８１（昭和５６年）
○（工） × × × × × × × × × １９８２（昭和５７年）
○（工） × × × × × × ○ × × １９８３（昭和５８年）
○（工） × × × × × × ○ ○（工） × １９８４（昭和５９年）
○（工・理） × × ○ × × × ○ ○（工） × １９８５（昭和６０年）
○（工・理） × × ○ × × ○（理） ○ ○（工） × １９８６（昭和６１年）
○（教・工・理） × × ○ × × ○（理） ○ ○（工） × １９８７（昭和６２年）
○（教・工・理） × × ○ × × ○（理） ○ ○（工） × １９８８（昭和６３年）
○（教・工・理） × × ○ × × ○（理） ○ ○（工） × １９８９（平成元年）

○（教・理・工・医） × × ○ × × ○（理） ○ ○（工） × １９９０（平成２年）
○（教・理・工・医） × × ○ × × ○（理） ○ ○（工） × １９９１（平成３年）
○（教・理・工・医） ○（薬） × ○ ○（薬） × ○（理） ○ ○（工） × １９９２（平成４年）
○（教・理・工・医） ○（薬） × ○ ○（薬） × ○（理） ○ ○（工） × １９９３（平成５年）
○（教・理・工・医） ○（薬） × ○ ○（薬） × ○（理） ○ ○（工） × １９９４（平成６年）
○（教・理・工・医） ○（薬） × ○ ○（薬） × ○（理） ○ ○（法・工） × １９９５（平成７年）
○（教・理・工・医） ○（薬） × ○ ○（薬） × ○（理） ○ ○（法・工） × １９９６（平成８年）
○ ○ × ○ ○（薬） × × ○ ○（法・工） × １９９７（平成９年）
○ ○ × ○ ○ × × ○ ○（法・工） × １９９８（平成１０年）
○ ○（教・薬） × ○ ○ × × ○ ○（法・工） × １９９９（平成１１年）
○ ○ × ○ ○ × × ○ ○（法・工） × ２０００（平成１２年）
○ ○ × ○ ○ × × ○ ○（法・工） × ２００１（平成１３年）
○ ○ × ○ ○ × × × ○ ○（法・工） × ２００２（平成１４年）
○ ○ × ○ ○ × × × ○ ○（法・工） × ２００３（平成１５年）
○ ○ × ○ ○ × × × ○ ○（法・工） ○（医） ２００４（平成１６年）
○ ○ × ○ ○ × × × ○ ○（法・工） ○（医） ２００５（平成１７年）
○ ○ × ○ ○ × × × ○ ○（法・工） ○（医） ２００６（平成１８年）
○ ○ × ○ ○ × × × ○ ○（法・工） ○（医） ２００７（平成１９年）
○ ○ × ○ ○ × × × ○ ○（法・工） ○（医） ２００８（平成２０年）
○ ○ × ○ ○ × × × ○ ○（法・工） ○（医） ２００９（平成２１年）
○ ○ × ○ ○ × × × ○ ○（法・工） ○（医） ２０１０（平成２２年）
○ ○ × ○ ○ × × × ○ ○（法・工） ○（医） ２０１１（平成２３年）
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入学者の変遷については、『部局史編』の各部局の記述を参照されたい。
　まず表２－１であるが、大学全体としての定員は、発足から第２次ベビーブームによる
増募が行われた時期までは、ほぼ一貫して増加傾向にあったといえる。とはいえ、これは
文部省の方針によるものであり、熊本大学としての独自の取り組みはない。また、本学は
１９７９（昭和５４）年の法文学部分離と２００４（平成１６）年度の医療技術短期大学部の医学部への
改組のほかに学部の枠組みを変えるような大きな改組は行われていないため、こうした学
部新設による定員増などもほぼなかった。１９９０年代初頭、第２次ベビーブーム世代への対
応が終わった後は、医師過剰による定員減や教員養成減（教育学部のゼロ免課程設置）に伴
い定員が若干削減された。ここ１０年ほどは大きく定員が変わることはなく、概ね１，７００名
前後で推移している。２００４年に定員・入学者数ともに若干増えているが、これは前述の医
療技術短期大学部の医学部保健学科への改組に伴うものが主な要因である。ただし、この
改組にあたり、当該学科の定員そのものは医技短時代から１６名減の１４４名となっており、
しかもこの年は法曹養成研究科の設置に伴い法学部定員が２０名減となったため、大学と医
技短双方を合計した学生数で定員推移を見た場合は、減少傾向にあるといえる。
　定員と入学者数の関係を見てみると、１９８０年代半ばまでは、定員を充たしていない年や
若干超過する年がまま見られ、定員充足率の増減が激しかった。しかし、定員を充たして
いない大学は定員を充たすように努力することとの文部省の通知を受けて以降は、ほぼ一
定の割合で定員をやや上回る数の学生を確保している。
　表２－２からは、これまで見てきた定員・入学者数の推移に比べ、志願者数は、その
時々の試験制度や社会状況の影響を受け、大きく乱高下していることがわかる。いくつか
特徴的な点について以下で見ていきたい。
　進学適性検査が終了した１９５５（昭和３０）年からの数年間は、一時的に志願者数が増加し
ているが、以後はほぼ従前どおりとなっていることが読み取れる。初めに大きな変化が見
られるのは、１９６６（昭和４１）年からの第１次ベビーブーム時出生児が大学進学をし始めた
頃からである。初期には大幅な増加は見られないものの、１９６８（昭和４３）年、１９６９（昭和
４４）年には志願者が急増した。１９６８年はベビーブーム時出生児の進学がピークを迎えた年
であり、また、国立大学拡充整備計画が認められなかったことなどから大学入試緩和が失
敗に終わり、結果として浪人生も含め、前年度とほぼ変わりない大学定員の中で進学を競
うという厳しい情勢があった。この年の国立大学一期校の出願率は、新聞報道や高校の進
路指導の徹底のためか、前年度を若干下回る倍率であったが、本学は前年度の３．９倍から
５．８倍へと、全国的に見ても競争率が上がった部類に入った２７。
　続く１９６９（昭和４４）年度入試は、周知のとおり全国的に大学紛争の影響を受けた年であっ
た。東京大学や東京教育大学では入試を中止せざるを得ない状況になっており、この影響
から本学は、１９６９年１月末に「定員増はしないが、水増し入学者数を増やす」という入試
難緩和策を明らかにした２８。２月３日には、熊本県立高校協会から募集人員を増やして受
験生を受け入れて欲しいとの要望が出された。この年の入試は厳戒態勢の中で実施され、
受験者数は前年の７，２９３名に対して７，４６８名と１７５名増加の増加２９、合格者数は前年度より
２０名増、入学者数は１６名増となり、大幅な増加は見られなかった。
　次に大きな変化が表れるのは、１９７９（昭和５４）年である。この年は共通一次試験の開始
により一期校・二期校の区分が廃止され、受験者が国立大学を複数回受験することが不可
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能となったため志願者が激減した。１９７８（昭和５３）年度は６，６９０名の志願者があったが、
１９７９年度は３，５７５名にまで落ち込んでいる。以後、１９８６（昭和６１）年度までは概ね３，０００名
台を推移したが、１９８７（昭和６２）年度には受験機会が複数化し、更にこれに重なる形で第
２次ベビーブーム世代が大学進学を迎えたことから志願者が一気に増加し、当時の歴代最
高となる７，６３７名の志願があった。
　なお、１９８８（昭和６３）年度と１９８９（平成元）年度は受験機会の複数化により、単願しかで
きなかった１９７９（昭和５４）～１９８６（昭和６１）年度に比べると志願者数は伸びたものの、１９８７
（昭和６２）年度からは大きく志願者が減っている。これは、受験機会が複数化されたものの
そのグループ分けが問題となり、各大学の日程調整で混乱が生じた影響によるものと考え
られる。しかし、この翌年の１９９０（平成２）年には、本学史上最大となる７，９８４名の志願が
あった。全国的に分離・分割方式へ切り替える大学が頻出した中において、連続方式B日
程のみでの試験としたにもかかわらず、本学の志願者は教育学部を除く６学部において増
加した。これは、前節でも述べたように、法学部における「A方式」「B方式」の採用が最
大の要因であった。この現象は翌年以降はやや落ち着きを見せた。１９９３（平成５）年には、
全国的に受験者数が５万人増加した影響からか、本学でも受験者数が増加したが、以降は
２００１（平成１３）年度入試まで減少傾向に転じた。全国でも志願者が２万１，０００名減少した
１９９９（平成１１）年には、センター試験導入以後最低の志願者数となる５，９３５名（前年度比約

年度 定員 入学者
１９４９ １,０７０ １，１５４
１９５０ １,０７０ １,０７６
１９５１ １,１６０ １,１６３
１９５２ １,１６０ １,１４５
１９５３ １,１６０ １,１５２
１９５４ １,１６０ １,１４３
１９５５ １,１８０ １,１８９
１９５６ １,１８０ １,０６９
１９５７ １,０２５ １,０９４
１９５８ １,０４０ １,０４０
１９５９ １,０５０ １,０４０
１９６０ １,０７０ １,０５０
１９６１ １,１１０ １,１０４
１９６２ １,１１０ １,０３５
１９６３ １,１３０ １,０７８
１９６４ １,１３０ １,０７５

※外国人留学生は除く。
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表２－１　学部の定員・入学者数の推移
年度 定員 入学者
１９６５ １,１２０ １,０８３
１９６６ １,１５０ １,１６３
１９６７ １,２１５ １,２０４
１９６８ １,２５５ １,２３１
１９６９ １,２５５ １,２４７
１９７０ １,２５５ １,２０８
１９７１ １,２５５ １,１５５
１９７２ １,２５５ １,２２３
１９７３ １,２７５ １,２４０
１９７４ １,３４０ １,４０７
１９７５ １,３９０ １,４０２
１９７６ １,３９５ １,３７５
１９７７ １,４３５ １,４１６
１９７８ １,４４５ １,３９８
１９７９ １,６０５ １,６５１
１９８０ １,６１０ １,６２８

年度 定員 入学者
１９８１ １,６１０ １,６１５
１９８２ １,６１０ １,６４７
１９８３ １,６１０ １,６６９
１９８４ １,６１０ １,６５８
１９８５ １,６１０ １,６５８
１９８６ １,７０７ １,７０５
１９８７ １,７３０ １,７７７
１９８８ １,７２０ １,７６０
１９８９ １,７２０ １,７５５
１９９０ １,７４０ １,７７７
１９９１ １,７６０ １,８４４
１９９２ １,８００ １,８６５
１９９３ １,８００ １,８８９
１９９４ １,８００ １,８４４
１９９５ １,８００ １,８４５
１９９６ １,８００ １,８７２

年度 定員 入学者
１９９７ １,７９０ １,８７９
１９９８ １,７６５ １,８５８
１９９９ １,７２０ １,８１４
２０００ １,６７０ １,８０３
２００１ １,６６０ １,７３８
２００２ １,６３０ １,７２９
２００３ １,６３０ １,７４２
２００４ １,７３４ １,８２３
２００５ １,７３４ １,８３７
２００６ １,７０７ １,７９４
２００７ １,７０７ １,７８６
２００８ １,７０７ １,７７９
２００９ １,７１７ １,７９０
２０１０ １,７２２ １,８０４
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年度 定員 志願者数 入学者
１９４９ 1,０７０ ２,３３２ 1,１５４
１９５０ 1,０７０ ３,３1４ １,０７６
１９５１ 1,１６０ ３,４８８ 1,１６３
１９５２ 1,１６０ ２,６９７ 1,１４５
１９５３ 1,１６０ ３,９２６ 1,１５２
１９５４ 1,１６０ ３,９４８ 1,１４３
１９５５ 1,１８０ ５,２６１ 1,１８９
１９５６ 1,１８０ ５,３３３ 1,０６９
１９５７ 1,０２５ ４,３２７ 1,０９４
１９５８ 1,０４０ ４,４１７ 1,０４０
１９５９ 1,０５０ ４,２６１ 1,０４０
１９６０ 1,０７０ ４,３６１ 1,０５０
１９６１ 1,１１０ ５,５５７ 1,１０４
１９６２ 1,１１０ ５,６０７ 1,０３５
１９６３ 1,１３０ ５,０８９ 1,０７８
１９６４ 1,１３０ ３,９６３ 1,０７５
１９６５ 1,１２０ ４,４２８ 1,０８３
１９６６ 1,１５０ ４,６５０ 1,１６３
１９６７ 1,２１５ ４,８３３ 1,２０４
１９６８ 1,２５５ ７,２９３ 1,２３１
１９６９ 1,２５５ ７,４６８ 1,２４７
１９７０ 1,２５５ ６,２８４ 1,２０８
１９７１ 1,２５５ ５,８５５ 1,１５５
１９７２ 1,２５５ ５,５８１ 1,２２３
１９７３ 1,２７５ ５,６１１ 1,２４０
１９７４ 1,３４０ ５,７４１ 1,４０７
１９７５ 1,３９０ ６,１６０ 1,４０２
１９７６ 1,３９５ ６,４６３ 1,３７５
１９７７ 1,４３５ ６,９８７ 1,４１６
１９７８ 1,４４５ ６,６９０ 1,３９８
１９７９ 1,６０５ ３,５７５ 1,６５１

※外国人留学生は除く。
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年　度 定　員 志願者数 入学者数
男 女 男 女

１９４９ １，０７０ ２，２５０ ８３ １，０９１ ６３
１９５０ １，０７０ ３，１８９ １２５ １，０２１ ５５
１９５１ １，１６０ ３，１１９ ３５１ １，０１６ １４７
１９５２ １，１６０ ２，３９４ ３０３ ９７５ １７０
１９５３ １，１６０ ３，４３３ ４９１ ９３７ ２１５
１９５４ １，１６０ ３，３９８ ５５０ ９０８ ２３５
１９５５ １，１８０ ４，５７７ ６８４ ９８０ ２０９
１９５６ １，１８０ ４，６０８ ７２５ １，０４８ １７７
１９５７ １，０２５ ３，８２８ ４９９ ９２０ １７４
１９５８ １，０４０ ４，０４２ ３７５ ８８８ １５２
１９５９ １，０５０ ３，８６０ ４０１ ８７０ １７０
１９６０ １，０７０ ３，８９３ ４６８ ８９８ １５２
１９６１ １，１１０ ５，０４７ ５１０ ９４１ １６３
１９６２ １，１１０ ５，０４７ ５６０ ８５９ １７６
１９６３ １，１３０ ４，４０６ ５９９ ８９０ １８８
１９６４ １，１３０ ３，３８５ ５７８ ８８０ １９７
１９６５ １，１２０ ３，７２４ ７０４ ８６１ ２２２
１９６６ １，１５０ ３，７５５ ８９５ ８６６ ２９７
１９６７ １，２１５ ３，９７３ ８６０ ９５４ ２５０
１９６８ １，２５５ ６，０６６ １，２２７ ９４５ ２８６
１９６９ １，２５５ ６，２５７ １，２１１ ９８９ ２５８
１９７０ １，２５５ ５，３４０ ９４４ ９５３ ２５５
１９７１ １，２５５ ４，７３８ １，１１７ ８７６ ２７８
１９７２ １，２５５ ４，４８６ １，０９５ ９０３ ３２０
１９７３ １，２７５ ４，４２１ １，１９０ ９０２ ３３８
１９７４ １，３４０ ４，３２５ １，４１６ １，０２９ ３７８
１９７５ １，３９０ ４，５９４ １，５６６ ９６８ ４３４
１９７６ １，３９５ ４，７６６ １，７０３ ９６４ ４１１
１９７７ １，４３５ ５，１０６ １，８８１ １，０１２ ４０４
１９７８ １，４４５ ５，０４４ １，６４６ １，０２８ ３７０
１９７９ １，６０５ ２，８７６ ６９９ １，２７０ ３８１

表２－２　学部の定員・志願者数・入学者数の推移
年度 定員 志願者数 入学者
１９８０ 1,６1０ ３,６４７ 1,６２８
１９８１ １,６１０ ３,３７２ 1,６１５
１９８２ 1,６１０ ３,１５２ 1,６４７
１９８３ 1,６１０ ３,６1５ 1,６６９
１９８４ １,６１０ ３,０８８ 1,６５８
１９８５ 1,６１０ ３,３７０ 1,６５８
１９８６ 1,７０７ ３,４６０ 1,７０５
１９８７ 1,７３０ ７,６３７ 1,７７７
１９８８ 1,７２０ ６,２３７ 1,７６０
１９８９ 1,７２０ ６,１４９ 1,７５５
１９９０ 1,７４０ ７,９８４ 1,７７７
１９９１ 1,７６０ ６,４２４ 1,８４４
１９９２ 1,８００ ６,３４１ 1,８６５
１９９３ 1,８００ ７,０５６ 1,８８９
１９９４ 1,８００ ６,８３０ 1,８４４
１９９５ 1,８００ ６,６９６ 1,８４５
１９９６ 1,８００ ６,５８２ 1,８７２
１９９７ 1,７９０ ６,４９６ 1,８７９
１９９８ 1,７６５ ６,３２４ 1,８５８
１９９９ 1,７２０ ５,９３５ 1,８１４
２０００ 1,６７０ ６,０４０ 1,８０３
２００１ 1,６６０ ６,０１５ 1,７３８
２００２ 1,６３０ ６,６４２ 1,７２９
２００３ 1,６３０ ６,７７３ 1,７４２
２００４ 1,７３４ ７,５００ 1,８２３
２００５ 1,７３４ ６,４１０ 1,８３７
２００６ 1,７０７ ６,３８２ 1,７９４
２００７ 1,７０７ ７,００８ 1,７８６
２００８ 1,７０７ ７,1２１ 1,７７９
２００９ 1,７１７ ５,９７０ 1,７９０
２０１０ 1,７２２ ６,３３８ 1,８０４

表２－３　志願者数及び入学者数男女比推移

年　度 定　員 志願者数 入学者数
男 女 男 女

１９８０ １，６１０ ２，９３６ ７１１ １，２４２ ３８６
１９８１ １，６１０ ２，６７３ ６９９ １，２１８ ３９７
１９８２ １，６１０ ２，５１１ ６４１ １，２４５ ４０２
１９８３ １，６１０ ２，８１８ ７９７ １，２４１ ４２８
１９８４ １，６１０ ２，３６５ ７２３ １，２３３ ４２５
１９８５ １，６１０ ２，５０４ ８６６ １，１５３ ５０５
１９８６ １，６７０ ２，６１５ ８４５ １，１８８ ５１７
１９８７ １，７３０ ５，５４３ ２，０９４ １，２０８ ５６９
１９８８ １，７２０ ４，３１９ １，９１８ １，１５１ ６０９
１９８９ １，７２０ ４，３２３ １，８２６ １，１７９ ５７６
１９９０ １，７４０ ５，７５５ ２，２２９ １，１６８ ６０９
１９９１ １，７６０ ４，４９９ １，９２５ １，２１８ ６２６
１９９２ １，８００ ４，２２１ ２，１２０ １，１９２ ６７３
１９９３ １，８００ ４，５７９ ２，４７７ １，１３２ ７５７
１９９４ １，８００ ４，４１４ ２，４１６ １，１４２ ７０２
１９９５ １，８００ ４，３０５ ２，３９１ １，１３１ ７１４
１９９６ １，８００ ４，２３９ ２，３４３ １，１３３ ７３３
１９９７ １，７９０ ３，９４５ ２，５５１ １，１７５ ７０４
１９９８ １，７６５ ３，８２９ ２，４９５ １，１４３ ７１５
１９９９ １，７２０ ３，５７３ ２，３６２ １，０９３ ７２１
２０００ １，６７０ ３，４９７ ２，５４３ １，０４５ ７５８
２００１ １，６６０ ３，５１８ ２，４９７ ９９９ ７３９
２００２ １，６３０ ３，８１８ ２，８２３ ９９３ ７３６
２００３ １，６３０ ４，０３９ ２，７３４ １，００７ ７３５
２００４ １，７３４ ４，４４０ ３，０６０ １，０８９ ７３４
２００５ １，７３４ ３，９０３ ２，５０７ １，１３１ ７０６
２００６ １，７０７ ３，８６８ ２，５１４ １，０８７ ７０７
２００７ １，７０７ ４，２３２ ２，７７６ １，０２０ ７６６
２００８ １，７０７ ４，３８５ ２，７３６ １，０５０ ７２９
２００９ １，７１７ ３，５９１ ２，３７９ １，０７８ ７１２
２０１０ １，７２２ ３，７３６ ２，６０２ １，０７０ ７３４



779特　論

４００名減）を記録した。
　２０００（平成１２）年以降の志願者数は、年次による増減はあるものの概ね６，０００名～７，０００
名台を推移している。この年代は、センター試験の科目数の変更、国立大学法人化、新カ
リキュラムの実施、少子化の進行、２００７（平成１９）年頃から問題になり始めたサブプライ
ムローンとこれに続くリーマンショックによる世界的な景気の悪化等のさまざまな要因が
絡み合い、大学進学のあり方が変わり始めた年代である。就職に結びつきやすい実学系の
学部・学科が全体として人気となるなど、社会情勢を反映して学生の志願のあり方も大き
な変化を見せた。そこで、志願率に特徴のある２００２（平成１４）年、２００４（平成１６）年、２００７
（平成１９）年、２００９（平成２１）年について、簡単にその状況を記しておきたい。
　２００２（平成１４）年は全国的に志願者が増え競争率が上がった年であり、全国公立大学の
倍率が前年度より０．１ポイント増の４．９倍となった。本学の志願者数も前年度比６２７名増と
なり、倍率は前年度の３．７倍から４．２倍となった。最も倍率が高かった学部・日程は、医学
部の後期日程試験で、願書提出時点では１８．０倍にも上った。本学の倍率が前年度から大幅
に上がった原因について、不景気による国公立大学志向が強まっており、かつ、センター
試験の平均点が下がったことから、２次試験で良問が多く挽回ができる熊本大学に学生が
集中したのではないかとの地元の進学塾の分析が報じられた３０。
　２００４（平成１６）年は、全国の総志願者数が５３万４，２３３名と前年度から３万２，０００名も減少
した年であったが、本学では志願者が約７００名増加した。ただし、このうち５４９名分は、医
療技術短期大学部の改組により設置された医学部保健学科への志願であり、従来からの学
部・学科の増加は１７８名であった。従来の学部への志願者のうち法学部・理学部・工学部
にはそれぞれ１４０～１６０名の増加があり、法学部については、この年の法科大学院設置に伴
う定員減が影響し出願が増加したと考えられる。また、理学部はこの年に１学科制へと改
組したことの影響によるものと考えられる。一方で、文学部と薬学部はそれぞれ９９名減、
１６１名減と、前年度に比べ大幅な減少となった。このうち薬学部は、全国的に免許・資格
が取得できる学部・学科が人気となる状況にあって、２００１（平成１３）年頃から徐々に志願
者が増加していたが、2003（平成15）年をピークに減少している。この頃、全国的に薬学
部の新設が相次いでおり、2002（平成14）年までは全国で29校しかなかったものが、2010
（平成22）年には57大学と、約２倍にまで増加している。本学の薬学部受験者数の増減にも
このことが少なからず影響していると考えられる。
　全学的な志願者数の動向としては、２００４（平成１６）年度まで増加傾向にあったが、２００５
（平成１７）年、２００６（平成１８）年には再び落ち込み、６，４００名前後の水準に戻っている。これ
について２００５年２月１７日の新聞各紙では、１９９０（平成２）年にセンター試験が始まって以
来初めての現象であり、２００５年度入試の受験者総数は前年度よりも更に２万６，３００名少な
い５０万７，９７８名であったと報じたが、これに対する文部省の見解は、少子化による１８歳人
口の減少が原因とするものであった。その後も１８歳人口の減少に伴いセンター試験の受験
者は減少し、２００７（平成１９）年度国公立大学入試の競争率は、センター試験導入以来最低
となる４．８倍を記録した。国公立大学の競争率が５．０%を切ることはかつてなかったため、
このことは大々的に報じられた。志願者は４８万８，５２７名となり、前年度よりも更に減少し
ていた。しかし、本学では志願者数が全体で７００名程度増加しており、学部別に見ると、
薬学部を除くすべての学部で志願者が増えていた。最も増加率が高かったのは医学部医学
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科の４１９名の増加であった。医学部医学科の志願者は翌年１９３名減少しているものの、従前
の志願者数と比べると依然として高い水準にあった。こうした背景には、２０００（平成１２）年
頃からの就職氷河期に、西日本の中高一貫校を中心として「東大・京大より医学部」の動
きがあったことや、安定した職業として医師の人気が高いことが要因だと考えられる３１。
実際、１８歳人口の減少に伴い大学志願者数が減りつつある中にあっても医学部の志願者は
全国的に上昇傾向にあり、国公私立大学の医学部定員７，７００名に対し、２０００年の志願者は
８万８，９９６名であったが、２００５（平成１７）年には１０万５,９９３名にまで増加していた。本学医
学部の志願者数の増加も、こうした全国的な動向に符合したものといえる。
　２００９（平成２１）年には、本学志願者が前年よりも１，０００名以上下落した。この年はすべて
の学部で志願者が減ったが、特に医学部医学科と工学部の減少が大きかった。同年度の全
国の国公立大志願者は４７万５，０２０名で、志願者の倍率は、２００７（平成１９）年度にも記録した
センター試験導入以来最低となる４．８倍であった。これについて文部科学省は、センター
試験の２０教科で平均点が下がったことや、推薦等で既に進学が決まった生徒が一般試験の
受験を回避したためではないかと分析した３２。なお、全体の志願者数は減少したものの、
医学部医学科に地域枠が設けられたことにより本学の定員は１０数年ぶりに増加した。
　最後に、この６０年の間に学生数の男女比がどのように変遷してきたかについても確認し
ておきたい。表２－３は、各年度志願者数の男女別の推移を示したものである。大学発足
当初の女子の志願者は８３名と大変少なく、男子の２７分の１程度の志願しかなかったが、翌
年以降はほぼ一貫して増加している。開学から１０年後の１９５９（昭和３４）年度入試では、男
子３，８６０名に対し女子は４０１名と、男子の志願者数の１０分の１を超える数となった。更にそ
の１０年後には、ベビーブームの到来と進学率が急上昇していることもあいまって、女子の
志願が１，２１１名と１，０００名を超えた。この年の男子の志願者は６，２５７名であり、女子の約５．１
倍であった。この頃から、女子の志願者数だけで定員を超えるほどにまでになった。その
後、１９７９（昭和５４）年度入試では、共通一次が導入されたこともあり、男子２，８７６名に対し
女子は６９９名と数の上では１０年前よりも少ないが、男女比を見てみると、おおよそ男子４
人に対し女子１人の割合となり、女子の比率が更に増えた。その１０年後の１９８９（平成元）
年度の入試では、男子４，３２３名に対し女子１，８２６名（男子は女子の２．３倍程度）と更にその差
が縮まり、１９９０年代以降の男女比は概ね３：２にまで接近しており（２０１０年度入試の志願
者は男子３，７３６名に対し女子は２，６０２名で、男子は女子の１．４倍）、志願者に占める女子の割合は
年々増加しているといえる。また、入学者についても同様の傾向が見られる。開学当初の
男子入学者数は１，０９１名で、女子の入学者数６３名とは大きな開きがあったが、以降は年々
女子の入学者数が増加しているため、その比率は大きく変化した。単純に１９４９（昭和２４）
年度と２０１０（平成２２）年度の入試を比べてみても、２０１０年度の男子の入学者は１，０７０名と開
学当初と余り変わらないのに対し、女子の方は７３４名と開学時の実に１０倍以上を数えるま
でになった。もちろん、時代によって定員をはじめとする諸条件が異なるため単純に比較
はできないが、男子の入学者数は開学から現在まで８００～１，２００名の間で推移し、増加傾向
とは言い難いのに比べ、当初は１００名以下であった女子の数は着実に増え続け、１９９３（平
成５）年以降は安定して７００名を超える学生を受け入れるまでになった。



781特　論

年度 定員 志願者数 入学者数
１９４９ ２００ ４１３ ２０９
１９５０ ２００ ７６２ ２２１
１９５１ ２００ ６８０ ２１８
１９５２ ２００ ４２０ ２０３
１９５３ ２００ ６３５ ２０４
１９５４ ２００ ５４１ ２１２
１９５５ ２００ ８３０ ２１８
１９５６ ２００ ８１５ ２０９
１９５７ ２００ ６９７ ２１１
１９５８ １８５ ６８２ １９７
１９５９ １８５ ８１４ １５６
１９６０ １８５ ９１５ １７８
１９６１ １８５ １，２６５ １９３
１９６２ １８５ １，３２５ １７７
１９６３ １８５ １，２４５ １９４
１９６４ １８５ ９１４ １９６
１９６５ １８５ ９４５ ２０３
１９６６ １８５ １，００６ ２０３
１９６７ ２３５ ９３５ ２５６
１９６８ ２３５ １，３９３ ２６７
１９６９ ２３５ １，７７５ ２５３
１９７０ ２３５ １，２７４ ２６１
１９７１ ２３５ １，１２９ ２４３
１９７２ ２３５ １，２５７ ２５３
１９７３ ２３５ １，１５４ ２５８
１９７４ ２５０ １，１７６ ２７０
１９７５ ２６０ １，２７７ ２７６
１９７６ ２６０ １，２７０ ２７９
１９７７ ２６０ １，４１３ ２７０
１９７８ ２７０ １，４１４ ２６８
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表３　法文学部の定員・志願者数・入学者数の推移

年度 定員 志願者数 入学者数
１９７９ １６０ ３２１ １６４
１９８０ １６０ ４３６ １６１
１９８１ １６０ ３４４ １６３
１９８２ １６０ ３５０ １５９
１９８３ １６０ ３０４ １６０
１９８４ １６０ ２８３ １６３
１９８５ １６０ ２９４ １６８
１９８６ １７０ ３１０ １７０
１９８７ １７０ ７８８ １９４
１９８８ １７０ ５４５ １７２
１９８９ １７０ ５８６ １７５
１９９０ １７０ ６２２ １７１
１９９１ １７０ ６５４ １７２
１９９２ １９０ ６０２ ２０２
１９９３ １９０ ７８４ １９２
１９９４ １９０ ５６０ １９０
１９９５ １９０ ６３４ １９１
１９９６ １９０ ５１６ １９１
１９９７ １８０ ７２７ １８８
１９９８ １８０ ５４１ １８５
１９９９ １８０ ５５５ １９０
２０００ １８０ ６１２ １９７
２００１ １８０ ５３８ １８８
２００２ １７０ ７０９ １８１
２００３ １７０ ７００ １８１
２００４ １７０ ６０１ １８０
２００５ １７０ ５９８ １７６
２００６ １７０ ６６４ １８１
２００７ １７０ ６３４ １８１
２００８ １７０ ７３０ １８２
２００９ １７０ ７１２ １８４
２０１０ １７０ ７０３ １８４
２０１１ １７０ ６６８ １７６
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表４　文学部の定員・志願者数・入学者数の推移
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年度 定員 志願者数 入学者数
１９７９ ２４０ ８７１ ２４８
１９８０ ２４０ ６２８ ２３９
１９８１ ２４０ ５７９ ２４４
１９８２ ２４０ ５１７ ２４８
１９８３ ２４０ ６６６ ２４３
１９８４ ２４０ ４７５ ２４４
１９８５ ２４０ ５４８ ２４３
１９８６ ２５０ ５６０ ２５９
１９８７ ２６０ １１５０ ２６４
１９８８ ２６０ ７７６ ２７５
１９８９ ２６０ １，０１９ ２６４
１９９０ ２６０ １，８２８ ２６１
１９９１ ２６０ １，６６５ ２９１
１９９２ ２６０ １，２９３ ２６６
１９９３ ２６０ １，４４９ ２８３
１９９４ ２６０ １，３７８ ２６２
１９９５ ２６０ １，１５１ ２６１
１９９６ ２６０ １，１７６ ２６６
１９９７ ２６０ １，０６３ ２６２
１９９８ ２５０ １，０３１ ２６５
１９９９ ２５０ ８１９ ２５８
２０００ ２４０ ８７５ ２５０
２００１ ２４０ ９５０ ２４４
２００２ ２３０ ９６４ ２３７
２００３ ２３０ ９４０ ２３６
２００４ ２１０ １，０８０ ２１７
２００５ ２１０ ７２０ ２１６
２００６ ２１０ ６９５ ２１０
２００７ ２１０ ７４９ ２１５
２００８ ２１０ ８２４ ２１０
２００９ ２１０ ６９３ ２１５
２０１０ ２１０ ７４１ ２０８
２０１１ ２１０ ６６３ ２２２
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年度 定員 志願者数 入学者数
１９４９ ４８０ ６００ ５１６
１９５０ ４８０ ７５１ ４０８
１９５１ ４９０ ９０８ ４２４
１９５２ ４９０ ７９９ ４３７
１９５３ ４９０ １，０４５ ４４０
１９５４ ４９０ １，０６１ ４３３
１９５５ ４９０ １，７２７ ４６８
１９５６ ４９０ １，８０２ ５０２
１９５７ ３３５ ９６７ ３４９
１９５８ ３１０ ８８５ ３０２
１９５９ ２８０ ８５６ ２７８
１９６０ ２８０ ９８６ ２６１
１９６１ ２８０ １，１０１ ２６６
１９６２ ２８０ １，１５９ ２３０
１９６３ ２８０ １，１１６ ２４２
１９６４ ２８０ ９７９ ２３５
１９６５ ２９０ １，０５６ ２４９
１９６６ ３１０ １，３１４ ３０２
１９６７ ３１０ １，３０９ ２７２
１９６８ ３１０ １，６４２ ２７２
１９６９ ３１０ １，２９２ ２６９
１９７０ ３１０ １，０２１ ２５０
１９７１ ３１０ １，０９８ ２５４
１９７２ ３１０ １，０９６ ２８１
１９７３ ３１０ １，１５０ ２８８
１９７４ ３１０ １，４４０ ３２７
１９７５ ３５０ １，５９８ ３４６
１９７６ ３５０ １，８０６ ３２６
１９７７ ３９０ ２，０５４ ３６２
１９７８ ３９０ １，８６８ ３７７
１９７９ ３９０ ７７０ ３８７
１９８０ ３９０ ８０５ ３９６
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表５　法学部の定員・志願者数・入学者数の推移

表６　教育学部の定員・志願者数・入学者数の推移
年度 定員 志願者数 入学者数
１９８１ ３９０ ７９８ ３８２
１９８２ ３９０ ６７９ ３９９
１９８３ ３９０ ７９０ ４００
１９８４ ３９０ ６６０ ３９７
１９８５ ３９０ ６２７ ４０４
１９８６ ３９０ ５８８ ３９５
１９８７ ３９０ １，４３７ ３９９
１９８８ ３９０ １，３４０ ４０５
１９８９ ３９０ １，２９０ ４０１
１９９０ ３９０ １，２８１ ３９８
１９９１ ３９０ １，０３９ ４１９
１９９２ ３９０ １，０３２ ４０９
１９９３ ３９０ １，００７ ４１５
１９９４ ３９０ １，００９ ３９８
１９９５ ３９０ ８６０ ３９９
１９９６ ３７０ ８８２ ３８１
１９９７ ３５０ １，１０５ ３６９
１９９８ ３５０ １，１１６ ３７２
１９９９ ３５０ ９９７ ３７４
２０００ ３１０ １，０３０ ３４１
２００１ ３１０ １，０８３ ３４３
２００２ ３１０ １，１５３ ３４３
２００３ ３１０ １，１８６ ３４４
２００４ ２９０ １，２１９ ３１９
２００５ ２９０ ９７５ ３１９
２００６ ２９０ ８３０ ３１４
２００７ ２９０ ８６８ ３１１
２００８ ２９０ ８４８ ３１２
２００９ ２９０ ７５７ ３１０
２０１０ ２９０ ８５８ ３０９
２０１１ ２９０ ９７３ ３１４
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年度 定員 志願者数 入学者数
１９４９ １１０ ５５８ １２３
１９５０ １１０ ６２５ １３７
１９５１ １１０ ４０１ １２２
１９５２ １１０ ２９７ １２４
１９５３ １１０ ４６３ １２２
１９５４ １１０ ４６６ １２０
１９５５ ７０ １６７ ７１
１９５６ ７０ ２０１ ７３
１９５７ ７０ １６０ ７２
１９５８ ８０ ２１６ ６７
１９５９ ８０ ３０２ ６８
１９６０ ８０ ３６１ ７３
１９６１ ８０ ４８５ ８２
１９６２ ８０ ４５１ ６９
１９６３ ８０ ３７８ ７０
１９６４ ８０ ２２３ ７３
１９６５ ８０ ２６１ ８４
１９６６ ９０ ２９１ ８１
１９６７ ９０ ２４７ ８７
１９６８ １１０ ６２９ １０５
１９６９ １１０ ５９４ １０７
１９７０ １１０ ５６２ １０１
１９７１ １１０ ４６８ １０１
１９７２ １１０ ３７３ １０６
１９７３ １１０ ４５１ ９８
１９７４ １１０ ３６４ １０３
１９７５ １１０ ４４５ １００
１９７６ １１５ ４７３ １０７
１９７７ １１５ ５０５ １０３
１９７８ １１５ ４４９ １１６
１９７９ １１５ ２２５ １１４
１９８０ １２０ ２４０ １２４
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年度 医学系 保健学系 医学部（全体）
定員 志願者数 入学者数 定員 志願者数 入学者数 定員 志願者数 入学者数

１９５１ ８０ ２０９ ９９ ８０ ２０９ ９９
１９５２ ８０ ２３１ ８１ ８０ ２３１ ８１
１９５３ ８０ ３３１ ９０ ８０ ３３１ ９０
１９５４ ８０ ３６６ ８７ ８０ ３６６ ８７
１９５５ １４０ ９３３ １５２ １４０ ９３３ １５２
１９５６ １４０ ９０３ １５０ １４０ ９０３ １５０
１９５７ １４０ ７０９ １５１ １４０ ７０９ １５１
１９５８ １６０ ５８５ １５６ １６０ ５８５ １５６
１９５９ １６０ ５７６ １７３ １６０ ５７６ １７３
１９６０ １６０ ５７６ １７７ １６０ ５７６ １７７
１９６１ １６０ ５８９ １７１ １６０ ５８９ １７１
１９６２ １６０ ５７７ １７７ １６０ ５７７ １７７
１９６３ １６０ ５１６ １７４ １６０ ５１６ １７４
１９６４ １６０ ４８７ １７７ １６０ ４８７ １７７
１９６５ １００ ４６４ １００ １００ ４６４ １００
１９６６ １００ ４８９ １０１ １００ ４８９ １０１
１９６７ １００ ５３６ １０７ １００ ５３６ １０７
１９６８ １００ ９２５ １０３ １００ ９２５ １０３
１９６９ １００ ９６０ １０７ １００ ９６０ １０７
１９７０ １００ ９２７ １０７ １００ ９２７ １０７
１９７１ １００ ８６９ １０５ １００ ８６９ １０５
１９７２ １００ ７７３ １０８ １００ ７７３ １０８
１９７３ １２０ ８１４ １２３ １２０ ８１４ １２３
１９７４ １２０ ７２４ １２６ １２０ ７２４ １２６
１９７５ １２０ ７７１ １２０ １２０ ７７１ １２０
１９７６ １２０ ７０１ １２２ １２０ ７０１ １２２
１９７７ １２０ ７３４ １２５ １２０ ４１９ １１４ ２４０ １，１５３ ２３９
１９７８ １２０ ６２４ １２０ １６０ ６３２ １５８ ２８０ １，２５６ ２７８
１９７９ １２０ ３４５ １２０ １６０ ５７９ １４７ ２８０ ９２４ ２６７
１９８０ １２０ ３７１ １２１ １６０ ６９９ １４６ ２８０ １，０７０ ２６７
１９８１ １２０ ２７２ １２２ １６０ ５５１ １６０ ２８０ ８２３ ２８２
１９８２ １２０ ２９１ １１９ １６０ ６１５ １６０ ２８０ ９０６ ２７９
１９８３ １２０ ２６７ １２０ １６０ ６１１ １６０ ２８０ ８７８ ２８０
１９８４ １２０ ２７９ １２０ １６０ ６１４ １５９ ２８０ ８９３ ２７９
１９８５ １２０ ３０３ １１９ １６０ ９０８ １６０ ２８０ １，２１１ ２７９
１９８６ １２０ ３１３ １２１ １６０ ８８６ １５９ ２８０ １，１９９ ２８０
１９８７ １２０ ５９２ １２０ １６０ ７０５ １６３ ２８０ １，２９７ ２８３
１９８８ １００ ５９８ １００ １６０ ７０８ １６４ ２６０ １，３０６ ２６４
１９８９ １００ ５９６ １０３ １６０ ８１３ １６０ ２６０ １，４０９ ２６３
１９９０ １００ ８７８ ９９ １６０ ５８１ １６０ ２６０ １，４５９ ２５９
１９９１ １００ ６３８ １００ １６０ ５７２ １６０ ２６０ １，２１０ ２６０
１９９２ １００ ６９２ １００ １６０ ４６７ １７０ ２６０ １，１５９ ２７０
１９９３ １００ ６９７ １００ １６０ ８２９ １６０ ２６０ １，５２６ ２６０
１９９４ １００ ７３６ １００ １６０ ９６１ １６０ ２６０ １，６９７ ２６０
１９９５ １００ ８４１ １０２ １６０ ９２３ １６３ ２６０ １，７６４ ２６５
１９９６ １００ ９４５ １０２ １６０ １，５６０ １６０ ２６０ ２，５０５ ２６２
１９９７ １００ ９１２ １０１ １６０ １，０３３ １６０ ２６０ １，９４５ ２６１
１９９８ １００ ８９０ １０１ １６０ １，０１９ １６３ ２６０ １，９０９ ２６４
１９９９ １００ ８７７ １０１ １６０ ８８１ １６０ ２６０ １，７５８ ２６１
２０００ １００ ８３１ １０１ １６０ ９９７ １６０ ２６０ １，８２８ ２６１
２００１ １００ ８０６ １０３ １６０ １，０６０ １６０ ２６０ １，８６６ ２６３
２００２ １００ １，０６１ １０１ １６０ １，１９５ １６０ ２６０ ２，２５６ ２６１
２００３ １００ ９６５ １０２ １６０ １，２５７ １６０ ２６０ ２，２２２ ２６２
２００４ １００ ９２８ １０２ １４４ ５４９ １４４ ２４４ １，４７７ ２４６
２００５ １００ １，０４４ １０２ １４４ ５０２ １４６ ２４４ １，５４６ ２４８
２００６ １００ １，１３７ １０１ １４４ ５２５ １４８ ２４４ １，６６２ ２４９
２００７ １００ １，５５６ １０１ １４４ ５５４ １４９ ２４４ ２，１１０ ２５０
２００８ １００ １，３６３ １０１ １４４ ５３６ １４６ ２４４ １，８９９ ２４７
２００９ １１０ ８８３ １１１ １４４ ５３２ １４３ ２５４ １，４１５ ２５４
２０１０ １１５ ８７１ １１６ １４４ ５５１ １４９ ２５９ １，４２２ ２６５
２０１１ １１５ ６９０ １１６ １４４ ６６１ １５１ ２５９ １，３５１ ２６７
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表７　理学部の定員・志願者数・入学者数の推移
年度 定員 志願者数 入学者数
１９８１ １２０ ２３８ １２０
１９８２ １２０ ２８５ １２０
１９８３ １２０ ２５７ １２０
１９８４ １２０ ３０９ １２４
１９８５ １２０ ２１０ １２０
１９８６ １２０ ２９０ １２２
１９８７ １３５ ６００ １３６
１９８８ １３５ ５９２ １３６
１９８９ １３５ ４８６ １３５
１９９０ １５５ ５８０ １５６
１９９１ １５５ ３８７ １６２
１９９２ １６５ ４６４ １７０
１９９３ １６５ ８４１ １７１
１９９４ １６５ ７７８ １６９
１９９５ １６５ ７６５ １６８
１９９６ １６５ ６７５ １８１
１９９７ １９５ ６１５ ２０８
１９９８ １９０ ６８７ ２００
１９９９ １９０ ６２５ ２００
２０００ １９０ ６７６ ２１１
２００１ １９０ ６３３ ２０４
２００２ １９０ ７１７ ２００
２００３ １９０ ７２０ ２０５
２００４ １９０ ８７４ １９１
２００５ １９０ ６１８ １９７
２００６ １９０ ６８９ ２０１
２００７ １９０ ７３９ ２０２
２００８ １９０ ７７８ １９５
２００９ １９０ ６９０ ２０２
２０１０ １９０ ７９１ ２０２
２０１１ １９０ ５９７ １９８

表８　医学部（全体）の定員・志願者数・入学者数の推移
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年度 定員 志願者数 入学者数
１９５１ ８０ ２０９ ９９
１９５２ ８０ ２３１ ８１
１９５３ ８０ ３３１ ９０
１９５４ ８０ ３６６ ８７
１９５５ １４０ ９３３ １５２
１９５６ １４０ ９０３ １５０
１９５７ １４０ ７０９ １５１
１９５８ １６０ ５８５ １５６
１９５９ １６０ ５７６ １７３
１９６０ １６０ ５７６ １７７
１９６１ １６０ ５８９ １７１
１９６２ １６０ ５７７ １７７
１９６３ １６０ ５１６ １７４
１９６４ １６０ ４８７ １７７
１９６５ １００ ４６４ １００
１９６６ １００ ４８９ １０１
１９６７ １００ ５３６ １０７
１９６８ １００ ９２５ １０３
１９６９ １００ ９６０ １０７
１９７０ １００ ９２７ １０７
１９７１ １００ ８６９ １０５
１９７２ １００ ７７３ １０８
１９７３ １２０ ８１４ １２３
１９７４ １２０ ７２４ １２６
１９７５ １２０ ７７１ １２０
１９７６ １２０ ７０１ １２２
１９７７ １２０ ７３４ １２５
１９７８ １２０ ６２４ １２０
１９７９ １２０ ３４５ １２０
１９８０ １２０ ３７１ １２１
１９８１ １２０ ２７２ １２２
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年度 定員 志願者数 入学者数
１９７７ １２０ ４１９ １１４
１９７８ １６０ ６３２ １５８
１９７９ １６０ ５７９ １４７
１９８０ １６０ ６９９ １４６
１９８１ １６０ ５５１ １６０
１９８２ １６０ ６１５ １６０
１９８３ １６０ ６１１ １６０
１９８４ １６０ ６１４ １５９
１９８５ １６０ ９０８ １６０
１９８６ １６０ ８８６ １５９
１９８７ １６０ ７０５ １６３
１９８８ １６０ ７０８ １６４
１９８９ １６０ ８１３ １６０
１９９０ １６０ ５８１ １６０
１９９１ １６０ ５７２ １６０
１９９２ １６０ ４６７ １７０
１９９３ １６０ ８２９ １６０
１９９４ １６０ ９６１ １６０
１９９５ １６０ ９２３ １６３
１９９６ １６０ １，５６０ １６０
１９９７ １６０ １，０３３ １６０
１９９８ １６０ １，０１９ １６３
１９９９ １６０ ８８１ １６０
２０００ １６０ ９９７ １６０
２００１ １６０ １，０６０ １６０
２００２ １６０ １，１９５ １６０
２００３ １６０ １，２５７ １６０
２００４ １４４ ５４９ １４４
２００５ １４４ ５０２ １４６
２００６ １４４ ５２５ １４８
２００７ １４４ ５５４ １４９
２００８ １４４ ５３６ １４６
２００９ １４４ ５３２ １４３
２０１０ １４４ ５５１ １４９
２０１１ １４４ ６６１ １５１
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表９　医学部（医学科）の定員・志願者数・入学者数の推移
年度 定員 志願者数 入学者数
１９８２ １２０ ２９１ １１９
１９８３ １２０ ２６７ １２０
１９８４ １２０ ２７９ １２０
１９８５ １２０ ３０３ １１９
１９８６ １２０ ３１３ １２１
１９８７ １２０ ５９２ １２０
１９８８ １００ ５９８ １００
１９８９ １００ ５９６ １０３
１９９０ １００ ８７８ ９９
１９９１ １００ ６３８ １００
１９９２ １００ ６９２ １００
１９９３ １００ ６９７ １００
１９９４ １００ ７３６ １００
１９９５ １００ ８４１ １０２
１９９６ １００ ９４５ １０２
１９９７ １００ ９１２ １０１
１９９８ １００ ８９０ １０１
１９９９ １００ ８７７ １０１
２０００ １００ ８３１ １０１
２００１ １００ ８０６ １０３
２００２ １００ １，０６１ １０１
２００３ １００ ９６５ １０２
２００４ １００ ９２８ １０２
２００５ １００ １，０４４ １０２
２００６ １００ １，１３７ １０１
２００７ １００ １，５５６ １０１
２００８ １００ １，３６３ １０１
２００９ １１０ ８８３ １１１
２０１０ １１５ ８７１ １１６
２０１１ １１５ ６９０ １１６

表１０　医療技術短期大学部・医学部保健学科の定員・志願者数・入学者数の推移
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年度 定員 志願者数 入学者数
１９４９ ８０ １７０ ８６
１９５０ ８０ ４０８ ８９
１９５１ ８０ ３７０ ８０
１９５２ ８０ ２６４ ８０
１９５３ ８０ ３３３ ８３
１９５４ ８０ ３５７ ８１
１９５５ ８０ ４６６ ８０
１９５６ ８０ ５００ ８２
１９５７ ８０ ４３０ ８１
１９５８ ８０ ３９３ ７８
１９５９ ８０ ３５５ ８２
１９６０ ８０ ３１８ ７７
１９６１ ８０ ２７０ ８１
１９６２ ８０ ３８６ ８１
１９６３ ８０ ４３０ ８４
１９６４ ８０ ２６０ ８４
１９６５ ８０ ３３０ ８０
１９６６ ８０ ２６７ ８５
１９６７ ８０ ２８８ ８６
１９６８ ９０ ５２３ ９１
１９６９ ９０ ４３６ ９３
１９７０ ９０ ２９２ ９２
１９７１ ９０ ４６２ ８９
１９７２ ９０ ４０１ ９４
１９７３ ９０ ３３０ ９４
１９７４ ９０ ４０９ ８９
１９７５ ９０ ３７４ ９４
１９７６ ９０ ３７４ ８９
１９７７ ９０ ３７３ ９２
１９７８ ９０ ３９７ ９１
１９７９ ９０ ２０４ ９１
１９８０ ９０ １９８ ９２
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年度 定員 志願者数 入学者数
１９４９ ２００ ５９１ ２２０
１９５０ ２００ ７６８ ２２１
１９５１ ２００ ９２０ ２２０
１９５２ ２００ ６８６ ２２０
１９５３ ２００ １，１１９ ２１３
１９５４ ２００ １，１５７ ２１０
１９５５ ２００ １，１３８ ２００
１９５６ ２００ １，１１２ ２０９
１９５７ ２００ １，３６４ ２３０
１９５８ ２２５ １，６５６ ２４０
１９５９ ２６５ １，３５８ ２８３
１９６０ ２８５ １，２０５ ２８４
１９６１ ３２５ １，８４７ ３１１
１９６２ ３２５ １，７０９ ３０１
１９６３ ３４５ １，４０４ ３１４
１９６４ ３４５ １，１００ ３１０
１９６５ ３８５ １，３７２ ３６７
１９６６ ３８５ １，２８３ ３９１
１９６７ ４００ １，５１８ ３９６
１９６８ ４１０ ２，１８１ ３９３
１９６９ ４１０ ２，４１１ ４１８
１９７０ ４１０ ２，２０８ ３９７
１９７１ ４１０ １，８２９ ３６２
１９７２ ４１０ １，６８１ ３８１
１９７３ ４１０ １，７１２ ３７９
１９７４ ４６０ １，６２８ ４９２
１９７５ ４６０ １，６９５ ４６６
１９７６ ４６０ １，８３９ ４５２
１９７７ ４６０ １，９０８ ４６４
１９７８ ４６０ １，９３８ ４２６
１９７９ ４９０ ８３９ ５２７
１９８０ ４９０ ９６９ ４９５
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表１１　薬学部の定員・志願者数・入学者数の推移
年度 定員 志願者数 入学者数
１９８１ ９０ １７２ ９４
１９８２ ９０ １６２ ９１
１９８３ ９０ ２１７ ９４
１９８４ ９０ １９１ ９３
１９８５ ９０ ２５１ ９１
１９８６ ９０ １９５ ９４
１９８７ ９０ ４９１ ９４
１９８８ ９０ ４６８ ９２
１９８９ ９０ ３７６ ９５
１９９０ ９０ ５１２ ９６
１９９１ ９０ ３２３ ９３
１９９２ ９０ ５０９ ９４
１９９３ ９０ ５３２ ９３
１９９４ ９０ ５８０ ９３
１９９５ ９０ ５４０ ９５
１９９６ ９０ ５４３ ９４
１９９７ ９０ ４９２ ９６
１９９８ ９０ ５４５ ９７
１９９９ ９０ ５１５ ９６
２０００ ９０ ４９９ ９６
２００１ ９０ ５６０ ９４
２００２ ９０ ６５７ ９６
２００３ ９０ ８５０ ９４
２００４ ９０ ６８９ ９３
２００５ ９０ ６０８ ９７
２００６ ９０ ５４７ ９７
２００７ ９０ ４６１ ９２
２００８ ９０ ４７６ ９５
２００９ ９０ ３９８ ９２
２０１０ ９０ ４２４ ９３
２０１１ ９０ ４２１ ９６

表１２　工学部の定員・志願者数・入学者数の推移
年度 定員 志願者数 入学者数
１９８１ ４９０ ９６９ ４９０
１９８２ ４９０ ８６８ ５１１
１９８３ ４９０ １，１１４ ５３２
１９８４ ４９０ ８９１ ５１７
１９８５ ４９０ １，１３７ ５１３
１９８６ ５３０ １，２０４ ５４４
１９８７ ５６５ ２，５７９ ５７０
１９８８ ５７５ １，９１８ ５８０
１９８９ ５７５ １，７９６ ５８２
１９９０ ５７５ ２，２８３ ５９６
１９９１ ５９５ １，７１８ ６０７
１９９２ ６０５ １，７４９ ６２４
１９９３ ６０５ １，７４６ ６３５
１９９４ ６０５ １，７８９ ６３２
１９９５ ６０５ １，９０５ ６２９
１９９６ ６２５ １，８４５ ６５１
１９９７ ６１５ １，５８２ ６５５
１９９８ ６０５ １，５１４ ６３８
１９９９ ５６０ １，５４７ ５９５
２０００ ５６０ １，５１７ ６０７
２００１ ５５０ １，４４５ ５６２
２００２ ５４０ １，３８１ ５７１
２００３ ５４０ １，４１２ ５８０
２００４ ５４０ １，５６０ ５７７
２００５ ５４０ １，３４５ ５８４
２００６ ５１３ １，２９５ ５４２
２００７ ５１３ １，４４７ ５３５
２００８ ５１３ １，５６６ ５３８
２００９ ５１３ １，３０５ ５３３
２０１０ ５１３ １，３９９ ５４３
２０１１ ５１３ １，４６０ ５３８
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　第３節　おわりに

　これまで見てきたように、数字の上からもこの６０年間の学生の受入状況は大きく変化し
ており、これらは、社会の変化に伴う入学者選抜制度の影響を受けた結果であるともいえ
る。
　なお、２００４（平成１６）年に国立大学が法人化して以降は、各大学は、大学運営が適切に
行われているのかどうか認証・評価を受けることが義務づけられたが、その項目の１つと
して、「学生の受入」が設けられている。本学は２００９（平成２１）年に独立行政法人大学評価・
学位授与機構による大学機関別認証評価を受けており、「学生の受入」の項目については、
基準を満たしているとの判定を受けた３３。これ以外にも、国立大学法人として設定した中
期目標・中期目標が達成できているかについての法人評価も受けており、学部ごとに設定
した目標をもとにして、大学全体として入学者選抜方法の検討・改善に努めている。
　高等教育の質やあり方が問われている現在、今後は１８歳世代人口がますます減っていく
ことも加味しつつ、大学としてどのようなグランドデザインを描き、学生の確保に努めて
いくのかが課題である。今後は、例えば社会人の入学による学生層の拡大や、学生の志向
に合わせた新たな選抜試験制度の設計・導入など、新たな段階に入りつつある高等教育に
対応していく必要があると考えられる。

注

１　なお、「熊本日日新聞」１９４９年５月９日に掲載の熊本大学学生募集の広告においても、学
生募集事務局は城内二の丸の医科大学内に置かれている。

２　黒羽亮一『新版　戦後大学政策の展開』（玉川大学出版部、２００１年）第５章
３　金沢大学５０年史編纂委員会編『金沢大学五十年史　通史編』（金沢大学創立５０周年記念事
業後援会、２００１年）１２１０ページ

４　「熊本日日新聞」１９４９年１月２５日
５　「熊本日日新聞」１９５０年５月６日
６　「熊本日日新聞」１９７９年２月１６日
７　特に、公立大学の上位を静岡薬科大（薬）・大阪府立大（工）などの国立大学と試験日が
異なる大学が占めた。

８　「熊本日日新聞」１９７７年７月２９日。なお、工学部の推薦入試は、『現状と課題　２０００年』（熊
本大学）では１９７８年度開始となっているが、同年の募集要項に推薦入試についての掲載
はなく、新聞に掲載された要項では、推薦入試は共通一次導入に伴い１９７９年度より開始
となっていることから、この年に導入したものとみられる。

９　「朝日新聞」１９７９年３月６日
１０　前掲『新版　戦後大学政策の展開』及び「熊本日日新聞」「西日本新聞」「朝日新聞」「毎
日新聞」

１１　前掲『新版　戦後大学政策の展開』。当初より高校側は共通一次に対して批判的であった
が、大学側は概ね好意的な側面があったとの指摘もある（「朝日新聞」１９７９年３月１５日）。

１２　天野郁夫『日本の高等教育システム　変革と創造』（東京大学出版会、２００３年）
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１３　「熊本日日新聞」1973年４月18日
１４　「熊本日日新聞」「西日本新聞」「朝日新聞」「毎日新聞」「読売新聞」1986年４月４日、５日
１５　前掲『新版　戦後大学政策の展開』（２００１年）
１６　センター試験開始時の受験科目は国語・社会・数学・理科・外国語の５教科１８科目であっ
たが、その後教科・科目の見直しが行われ、２０１０年度の入試は国語・地歴・公民・数学・
理科・外国語の６教科２８科目で行われた。

１７　第２次ベビーブームの世代が集中して大学入学したのは、主に１９８６年から１９９２年とされ
る。

１８　「熊本日日新聞」「西日本新聞」１９９９年１１月２日
１９　「熊本大学学報」第５５１号（熊本大学広報委員会、１９９８年６月）、『熊本大学教育学部紀要』
第４５号　人文科学（熊本大学教育学部、１９９６年）。東京大学の実施開始年は１９８８年。

２０　新学習指導要領により、１９９４年度から高校英語にオーラル・コミュニケーションが導入
されており、その１期生が１９９７年度に大学入試を受験することになるので、本学のリス
ニングテストは、高校側の教育成果を確認することができるという意味においても重要
と考えられた。

２１　なお、１９９８年度入学生を対象としているものなので名称は１９９８年度版であるが、刊行は
１９９７年度である。以降の号も同様。

２２　ただし、法学部と医学部医学科では実施していない（２０１１年度現在）。
２３　ハートシステムは、大学入試センターによる全国の大学のデータを検索できる大学進学
案内。２０１０年度末に終了した。

２４　なお、当初は法文学部でも推薦入試の導入が検討されていたが、実際には実施されな
かった。

２５　『熊本大学　現状と課題２　教育編　１９９７』（熊本大学、１９９７年）
２６　２０１１年度実施要項
２７　「熊本日日新聞」１９６７年１２月～１９６８年３月
２８　「熊本日日新聞」１９６９年１月３０日夕刊
２９　前年度の志願者数が全国的に見ても増加していたことが、前年度を大幅に上回るような
事態にならなかった要因の１つだとも考えられる。なお、翌年度の志願者数は６，２８４名
であり、１９６８～１９６９年度入試に比べると落ち着いた数字ではあるが、当時としては歴代
３番目の志願者数であった。

３０　「熊本日日新聞」２００２年２月７日
３１　「朝日新聞」２００６年７月２５日
３２　「熊本日日新聞」「西日本新聞」２００９年２月２１日
３３　ただし、学士課程の一学部の３年次編入及び大学院課程の一部の研究科において、入学
定員超過率が高い又は入学定員充足率が低いことから、今後改善を要する。
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